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様式一覧

資料閲覧申込時の提出書類
（様式1） 守秘義務の遵守に関する誓約書
（様式2） 資料閲覧申込書
（様式3） 破棄義務の遵守に関する報告書

入札説明書等に関する質問提出時の提出書類
（様式4） 質問書
（様式４－２）入札説明書等に関する質問書

入札参加表明の提出書類
（様式5） 入札参加表明書
（様式6） グループ構成表
（様式7） 委任状

第一次審査提出書類
（様式8） 競争参加資格確認申請書
（様式８－２）競争参加資格確認申請時における提出書類及び添付資料一覧表
（様式9） 設備更新業務を行う企業の工事の施工実績
（様式10） 設備更新業務を行う配置予定主任技術者又は監理技術者の資格・工事経験等
（様式１０別添、様式１４別添）
（様式11） 工事監理業務を行う企業の業務実績
（様式12） 工事監理業務を行う配置予定管理技術者の資格・業務経験等
（様式１２－２）配置予定管理技術者の平成２３年度以降に完了の業務実績
（様式13） 設備維持業務を行う企業の工事の施工実績
（様式14） 設備維持業務を行う配置予定主任技術者又は監理技術者の資格・工事経験等
（様式15） 共同企業体協定書（甲）（案）
（様式16） 添付資料提出確認書
（様式17） 参加表明等郵送提出報告
（様式18） 業務実績等の評価対象期間の延長に関する申請書

入札辞退時等の提出書類
（様式19） 入札辞退届
（様式20） 構成員等変更届

第二次審査提出書類
第二次審査提出書
（様式21） 第二次審査提出書
委任状
（様式22） 委任状
入札書
（様式23） 入札書
要求水準書に関する確認書
（様式24） 要求水準書に関する確認書
提案書
（様式25） ［実施方針及び実施体制］（表紙）
（様式26） 事業実施方針・体制①
（様式２６－２）事業実施方針・体制②
（様式27） リスク管理・対応
（様式28） 事業の安定性
（様式29） 地域経済への配慮・貢献
（様式30） [bookmark: _Toc148942866]［資金収支計画及び資金調達］（表紙）
（様式31） 資金調達計画①
（様式３１－２）資金調達計画②
（様式３１－３）資金調達計画③
（様式３１－４）割賦金利に関する書類
（様式３１－５）事業費の支払計画
（様式３１－６）資金収支計画
（様式３１－７）事業費内訳書
（様式３１－８）入札時積算内訳書
（様式32） 財務・資金管理
（様式33） ［設備更新計画］（表紙）
（様式34） 設備更新における各種業務の計画①
（様式３４－２）設備更新における各種業務の計画②
（様式３４－３）設備更新における各種業務の計画③
（様式３４－４）設備更新における各種業務の計画④
（様式３４－５）設備更新における各種業務の計画⑤
（様式３４－６）設備更新における各種業務の計画⑥
（様式３４－７）設備更新における各種業務の計画⑦
（様式３４－８）設備更新における各種業務の計画⑧
（様式３４－９）設備更新における各種業務の計画⑨
（様式３４－１０）設備更新業務に関する工程表
（様式35） 交通環境への配慮
（様式36） ［設備維持計画］（表紙）
（様式37） 設備維持における各種業務の計画①
（様式３７－２）設備維持における各種業務の計画②
（様式３７－３）設備維持における各種業務の計画③
（様式38） 交通環境への配慮
（様式39） ［賃上げの実施］（表紙）
（様式３９－１）従業員への賃金引上げ計画の表明書【大企業用】
（様式３９－２）従業員への賃金引上げ計画の表明書【中小企業用】
（様式３９－３）第三者により賃上げ実績を確認できる場合の書類提出方法・具体的な例
（様式３９－４）法人事業概況説明書
（様式３９－５）給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表
（様式40） ［ワーク・ライフ・バランス等推進の実施］（表紙）
（様式41） ワーク・ライフ・バランス関連認定制度の認定の有無

作成要領
共通事項
各提出書類を作成する際には、特に指示のない限り以下の事項に留意すること。
· 言語は日本語、単位は計量法（平成４年５月20日法律第51号）に定めるもの、通貨単位は円とすること。
· 提出書類には、各規定様式を使用し、特に指定のない限り、Ａ４縦置き横書きとすること。

各提出書類
資料閲覧申込時の提出書類
資料閲覧申込時の提出書類を作成する際には、様式１及び様式２をまとめて提出すること。なお、応募グループを構成する場合は、企業毎に書類を提出すること。

入札説明書等に関する質問提出時の提出書類
入札説明書等に関する質問提出時の提出方法等については、入札説明書を参照のうえ、様式４及び様式４－２を作成し、提出すること。様式４－２についてはMicrosoft Excel（Windows 版、Microsoft Excel 2016形式以降のもの）を使用すること。

入札参加表明の提出書類
入札参加表明にあたっては様式５～様式７を作成し、提出すること。ただし、応募グループを構成しない場合は様式７の作成を必要としない。なお、提出期間及び提出方法等については入札説明書を参照すること。

第一次審査提出書類
様式８～様式14に加えて、様式16の添付資料Ⅰ～Ⅸを提出すること。
入札参加表明時に提出した様式６にて、「ＳＰＣを設立しない（共同企業体（甲型）と契約）」を選択した応募グループは、様式15を提出すること。
なお、提出期間及び提出方法等については入札説明書を参照すること。

入札辞退時等の提出書類
入札辞退時は様式19を１部提出すること。
構成員等変更の場合は様式20を１部提出すること。

第二次審査提出書類
第二次審査資料提出書
様式21を１部提出すること。
提出方法については、郵送又は託送（書留郵便等、記録の残るものに限る。）もしくは持参すること。電子メールによるものは受け付けない。

委任状
様式22を１部提出すること。
提出方法については、持参とすること。

入札書
入札参加者の商号又は名称、事業名及び開札日時を記載した中封筒に様式23を封入したものを入札書在中の旨を朱書した表封筒に封入したものを１部提出すること。
提出方法については、郵送又は託送（書留郵便等、記録の残るものに限る。）もしくは持
参すること。電子メールによるものは受け付けない。

要求水準書に関する確認書
様式24を１部提出すること。
提出方法については、郵送又は託送（書留郵便等、記録の残るものに限る。）もしくは持
参すること。電子メールによるものは受け付けない。

提案書
提案書を作成する際には、特に指示のない限り以下の事項に留意すること。
· 提案書はまとめて１冊のファイルに綴じて、正本１部、副本15部を提出すること。ただし、提案書［資金収支計画及び資金調達計画］（様式30から様式32）はこの限りでなく、別途、まとめて１冊のファイルに綴じて、正本１部、副本15部を提出すること。なお、提案書（正本及び副本）の電子データをCD-Rに保存し２部提出すること。
· 副本については、応募企業及び構成企業並びに協力企業の社名や社章等、応募者を特定又は類推できる記載は行わないこと。
· 各提出書類で使用する文字の大きさは、10.5ポイント以上とし、上下左右に20㎜程度の余白を設定すること。
· 提案書の作成ソフトは、Microsoft Word（Windows版、Microsoft Word 2016形式以降のもの）を基本とする。様式31－３、様式31－５から様式31－８についてはMicrosoft Excel（Windows 版、Microsoft Excel 2016形式以降のもの）を使用し、セル内には数式を残すこと。なお、図等を文書に貼り付ける場合は、上記ソフト以外のものを使用してもよいものとする。
· 各様式に指定された枚数制限を守ること。また、同一の様式が複数枚にわたる場合は、様式番号の横に頁番号を記載すること。
· 分かりやすさ、見やすさに配慮し、必要に応じて図表、写真等を追加してもよいものとする。また、着色についても応募者の自由とする。
· 各様式の記載事項について、様式間での整合性を確保すること。
· 各様式における「提案受付番号」の欄については、空白とすること。












（１）資料閲覧申込時の提出書類


（様式1） 
令和　　年　　月　　日
守秘義務の遵守に関する誓約書

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿

商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

国土交通省関東地方整備局（以下「関東地方整備局」という。）から、令和８年８月21日付で入札公告のありました「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」の応募を検討することを目的（以下「本目的」という。）として、入札説明書に定められた資料の閲覧を希望するため、下記事項を遵守し、秘密を保持することを誓約します。



記
第１条（守秘義務の誓約）
当社は、関東地方整備局の許可なく、閲覧資料を本目的以外の目的で使用しないとともに、他に開示、漏洩しないことを約束します。

第２条（善管注意義務）
当社は、閲覧資料を、善良な管理者としての注意をもって取り扱うことを約束します。

第３条（複写・複製）
当社は、閲覧資料を複写・複製しようとする場合、事前に関東地方整備局の承諾を得ることを約束します。

第４条（個人情報の取扱い）
閲覧資料のうち個人情報に該当するものについては、法令、条例等（以下「法令等」という。）で認められる範囲内でのみ利用または保持し、法令等により要求される適切な管理を行うことを約束します。

第５条（義務の存続）
本書に基づき当社が負う義務は、提案書類の提出に至らなかった場合及び事業者として選定されなかった場合であっても、存続するものとします。

第６条（損害賠償義務）
当社の本書に違反する行為により秘密が漏洩した場合、当社は、それにより関東地方整備局に生じた損害を賠償することを約束します。

第７条（書類の破棄）
１　関東地方整備局から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料は、提案書類の提出に至らなかった場合及び事業者として選定されなかった場合、その写しを含めてすべて速やかに破棄することを約束します。
２　法令等又は司法機関若しくは行政機関の判決、決定、命令等により守秘義務対象開示資料の情報を保持することが義務付けられているため、前項の規定により守秘義務対象開示資料を破棄することができない場合、当社は、その理由を付して破棄予定日を通知することとし、情報保持を義務付けられた期間が経過したときは、速やかに当該資料・情報等をその写しを含めてすべて破棄することを約束します。
３　当社は、前２項の規定に基づき守秘義務対象開示資料を破棄したときは、関東地方整備局に対し、その旨報告します。




（様式2） 
令和　　年　　月　　日
資料閲覧申込書

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
※連絡先　担当者氏名
　　　　　電話番号
　　　　　E－mail


　令和８年８月21日付で公告のあった相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業に係る関連資料の閲覧を下記のとおり申し込みます。閲覧した関連資料を相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業に係るもの以外の目的で使用しないことを誓約します。

記

１．閲覧方法　　　　　　紙





注）１．本様式を、申込期限までに電子メールにて送付願います。（着信確認を行うこと）
　　　　関東地方整備局　相武国道事務所 管理第二課
電話：（042）643－2008　
　　　　Mail：  ktr-sobu-cloud@mlit.go.jp 

（様式3） 
令和　　年　　月　　日
破棄義務の遵守に関する報告書

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］
商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印




当社は、今般、関東地方整備局から令和８年８月21日付で入札公告のありました相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業に係る事業者の選定における応募を検討することを目的として、守秘義務の遵守に関する誓約書の提出を条件とする資料を閲覧しましたが、【　　　　　　　】作成による別添令和【　】年【　】月【　】日付「守秘義務の遵守に関する誓約書（写）」第7条に基づき、以下のとおり、破棄を完了したことを報告します。

記


	破棄完了日
	

	破棄方法
	




以　上












（２）入札説明書等に関する質問提出時の提出書類


（様式4） 
令和　　年　　月　　日
質問書

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿


［応募企業又は応募グループの代表企業］
商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

連絡先　電話
メールアドレス

　相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業に係る入札説明書等に関して以下の質問がありますので提出します。




（様式４－２）
[image: ] 
　
 









（３）入札参加表明の提出書類
[bookmark: _Ref38876667]

（様式5） 
令和　　年　　月　　日
入札参加表明書

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿


［応募企業又は応募グループの代表企業］
商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印





　令和８年８月21日付で入札公告のありました「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」に係る一般競争入札に参加することを表明します。







（様式6） 
令和　　年　　月　　日
グループ構成表

本事業における事業実施形態

□　ＳＰＣを設立
□　ＳＰＣを設立しない（代表企業と契約　※共同企業体を結成しない）
□　ＳＰＣを設立しない（共同企業体（甲型）と契約）

※該当するところにチェックをすること。



	応募企業
又は
代表企業
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	担当者　氏　名
所　属
電　話　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス

	
	［本事業における役割］
※ 本事業における役割（グループにおける役割等）を簡潔に示して下さい。



	構成企業
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	担当者　氏　名
所　属
電　話　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス

	
	［本事業における役割］









	協力企業
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	担当者　氏　名
所　属
電　話　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス

	
	［本事業における役割］




注）１．単体企業での応募（応募企業）の場合も提出すること。
２．記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。
３．役割は細目まで記載して下さい。（例えば、設備更新業務であれば、「現地調査」、「ＬＥＤ道路照明灯具の調達」、「ＬＥＤ道路照明灯具への更新」等まで記載して下さい。）



（様式7） 
令和　　年　　月　　日
委任状

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿

	構成企業
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構成企業
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構成企業
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	協力企業
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	協力企業
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


注）１．記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。

私達は、下記の企業をグループの代表企業とし、「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」に関し、下記の権限を委任します。

	受任者
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	受任事項
	１．入札参加表明に関する件
２．競争参加資格確認申請に関する件
３．入札辞退及び構成員等変更に関する件
４．入札に関する件
５．復代理人の選任に関する件














（４）第一次審査提出書類


（様式8） 
	令和　　年　　月　　日
競争参加資格確認申請書

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿
［応募企業又は応募グループの代表企業］
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

令和８年８月21日付で入札公告のありました「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」に係る競争参加資格について確認されたく、下記の資料を添えて申請します。
なお、様式６に記す各企業は入札説明書に定められた参加資格を満たしていること及び提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先は下記のとおりです。
記
1 設備更新業務を行う企業の工事の施工実績（様式９）
2 設備更新業務を行う配置予定主任技術者又は監理技術者の資格・工事経験等（様式10）
3 工事監理業務を行う企業の業務実績（様式11）
4 工事監理業務を行う配置予定管理技術者の資格・業務経験等（様式12）
5 設備維持業務を行う企業の工事の施工実績（様式13）
6 設備維持業務を行う配置予定主任技術者又は監理技術者の資格・工事経験等（様式14）
7 共同企業体協定書（甲）（案）（様式15）
8 添付資料提出確認書（様式16）及び確認書のⅠ～Ⅹに該当するもの
※応募企業、構成企業及び協力企業全てについて提出してください。

［問い合わせ先（申請書）］
担当者：関東　太郎
部署：◯◯本店　◯◯部　◯◯課
電話番号：（代表）◯◯◯-◯◯◯-◯◯◯◯（内線　◯◯◯◯）
E-mail：






（様式８－２）
競争参加資格確認申請時における提出書類及び添付資料一覧表

注）提出書類を綴る際は、番号順に綴ること。
注）添付資料の写しについても頁数を記載すること。
注）評価項目の有無等にチェックする際は「■」で記入すること。
注）複数の主任（監理）技術者を申請する場合には、人数に応じてチェック項目を追加すること。
注）記載事項の誤記等により工事実績等が確認できない場合、提出された書類に不備がある場合、または、内容が確認出来ない場合には、欠格となる場合や加点されない場合があるので留意すること。
注）チェック漏れ、チェックミスがあると加点されない場合があるので留意すること。
注）「添付資料」は、様式８－２（別添）に記載された各評価項目の注意事項等を確認し、添付すること。
なお、Ａ４用紙内に２ページ分（２アップ）まで掲載してよい。ただし、「様式」、「平面図、構造図、数量総括表等」、「説明図表」、その他縮小することで記載内容が判別できない資料は、通常のＡ４サイズとすること。
また、カラーでなければ記載内容が判別できないものを除き、白黒でよい。

【設備更新業務】
	番号
	評価項目等
	記載事項

	
	
	有無
	実績等の内容・添付資料
	添付資料項数

	1 
	工事の施工実績
	
	必須資料
	□様式９
□CORINSの写し
□工事成績評定通知書の写し
	○/○
～○/○

	2 
	
	
	上記（必須資料）で内容が確認出来ない場合
	□契約書の写し
□平面図、構造図、数量総括表等
	

	3 
	配置予定の主任（監理）技術者の資格・工事経験
	
	必須資料
	□様式１０
□CORINSの写し
□工事成績評定通知書の写し
□主任（監理）技術者の資格を証明する資料
□従事中の他工事と本工事が重複する場合の対応措置の証明資料（重複の場合に提出）
	○/○
～○/○

	4 
	
	
	上記（必須資料）で内容が確認出来ない場合
	□契約書の写し
□技術者の資格・工事経験等の確認できる資料
□平面図、構造図、数量総括表等
□市区町村が作成する住民税特別徴収税額の通知書（変更通知書も可）、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる資料の写し
	

	5 
	
	
	同一資料を省略する場合
	以下の資料は、様式９の添付資料と同一のため、省略する。

資料名：○○○
	

	6 
	審査対象期間の追加事由
	□あり
	１．産前休業・産後休業・育児休業・介護休業
（上記のうち該当する理由を選択し記載する。）
令和○○年○月○日～令和○○年○月○日
（○年○ヶ月）
	○/○
～○/○

	7 
	
	
	２．事業促進PPP（該当する場合、記載する。）
令和○○年○月○日～令和○○年○月○日
（○年○ヶ月）
	

	8 
	
	
	合計期間：○年

	

	9 
	
	
	必須資料
	□育児休業等の休業期間を証明する資料
□事業促進PPPに係る業務計画書等
	

	10 
	
	□なし
	
	

	④
	登録基幹技能者の活用
	□あり
	【当該登録基幹技能者が従事する工種・種別・細別】
1 工種：○○工
2 種別：○○工
3 細別：○○工
	

	11 
	
	□なし
	
	


[bookmark: _Hlk92907433]
【工事監理業務】
	番号
	評価項目等
	記載事項

	
	
	有無
	実績等の内容・添付資料
	添付資料項数

	1 
	業務の実績
	
	必須資料
	□様式１１
□TECRISの写し
□業務成績評定通知書の写し
	○/○
～○/○

	2 
	
	
	上記（必須資料）で内容が確認出来ない場合
	□契約書の写し
	

	3 
	配置予定の管理技術者の資格・業務経験
	
	必須資料
	□様式１２
□TECRISの写し
□業務成績評定通知書の写し
□管理技術者の資格を証明する資料

	○/○
～○/○

	4 
	
	
	上記（必須資料）で内容が確認出来ない場合
	□契約書の写し
□技術者の資格・業務経験等の確認できる資料
□市区町村が作成する住民税特別徴収税額の通知書（変更通知書も可）、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる資料の写し
	

	5 
	
	
	同一資料を省略する場合
	以下の資料は、様式１１の添付資料と同一のため、省略する。

資料名：○○○
	



【設備維持業務】
	番号
	評価項目等
	記載事項

	
	
	有無
	実績等の内容・添付資料
	添付資料項数

	1 
	工事の施工実績
	
	必須資料
	□様式１３
□CORINSの写し
□工事成績評定通知書の写し
	○/○
～○/○

	2 
	
	
	上記（必須資料）で内容が確認出来ない場合
	□契約書の写し
□平面図、構造図、数量総括表等
	

	3 
	配置予定の主任（監理）技術者の資格・工事経験
	
	必須資料
	□様式１４
□CORINSの写し
□工事成績評定通知書の写し
□主任（監理）技術者の資格を証明する資料
□従事中の他工事と本工事が重複する場合の対応措置の証明資料（重複の場合に提出）
	○/○
～○/○

	4 
	
	
	上記（必須資料）で内容が確認出来ない場合
	□契約書の写し
□技術者の資格・工事経験等の確認できる資料
□平面図、構造図、数量総括表等
□市区町村が作成する住民税特別徴収税額の通知書（変更通知書も可）、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる資料の写し
	

	5 
	
	
	同一資料を省略する場合
	以下の資料は、様式１３の添付資料と同一のため、省略する。

資料名：○○○
	

	6 
	審査対象期間の追加事由
	□あり
	１．産前休業・産後休業・育児休業・介護休業
（上記のうち該当する理由を選択し記載する。）
令和○○年○月○日～令和○○年○月○日
（○年○ヶ月）
	○/○
～○/○

	7 
	
	
	２．事業促進PPP（該当する場合、記載する。）
令和○○年○月○日～令和○○年○月○日
（○年○ヶ月）
	

	8 
	
	
	合計期間：○年

	

	9 
	
	
	必須資料
	□育児休業等の休業期間を証明する資料
□事業促進PPPに係る業務計画書等
	

	10 
	
	□なし
	
	

	④
	登録基幹技能者の活用
	□あり
	【当該登録基幹技能者が従事する工種・種別・細別】
4 工種：○○工
5 種別：○○工
6 細別：○○工
	

	11 
	
	□なし
	
	








	（様式８－２）（別添）
【設備更新業務】
①工事の施工実績

	添付資料

	必須資料
	①様式９
2 CORINS登録の写し
同種工事の施工実績について登録されたもの
③工事成績評定通知書の写し
同種工事の施工実績が大臣官房官庁営繕部又は地方整備局等所掌の工事（地方整備局、北海道開発局または沖縄総合事務局の発注した工事を含み、港湾空港関係を除く。）である場合に添付する。

	
	必要に応じて添付
	④契約書の写し
CORINS登録されていない場合、工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分を添付する。
⑤平面図、構造図、数量総括表等
CORINS等での記載内容で同種工事の施工実績が不明な場合については必ず添付する。

	注意事項等
	必須資料①及び入札説明書本文に記載のとおり。

	
②配置予定の主任（監理）技術者の資格・工事経験

	添付資料

	必須資料
	①様式１０
②CORINS登録の写し
記載する工事の主任（監理）技術者の同種工事の施工経験等について登録されたもの。
③工事成績評定通知書の写し
配置予定の主任（監理）技術者の経験等について、平成８年４月１日以降に完成した大臣官房官庁営繕部又は地方整備局等所掌の工事（地方整備局、北海道開発局または沖縄総合事務局の発注した工事を含み、港湾空港関係を除く。）である場合に添付する。
④主任（監理）技術者の資格を証明する資料
　・監理技術者の場合：監理技術者資格者証（裏面の写しも添付する。）
裏面で監理技術者講習の修了履歴が確認できない場合、監理技術者講習修了証もしくは監理技術者講習受講証明書（講習を受けた日の属する年の翌年の1月1日から５年以内が確認できるものとする。）
・主任技術者の場合：合格証明書等
⑤従事中の他工事と本工事が重複する場合の対応措置の証明資料
　配置予定の主任（監理）技術者が申請時に従事している工事の工期と、本工事の工期が重複している場合の対応措置の内容を証明する資料を添付する。

	
	必要に応じて添付
	⑥契約書の写し
CORINS登録されていない場合、工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分を添付する。
⑦技術者の資格・工事経験等が確認できる資料
様式１０に記載した工事の工事関係書類のうち「従事したことを確認できる部分の写し」等（CORINS登録されていない場合に添付する。）
⑧平面図、構造図、数量総括表等
CORINS登録内容等で同種工事の施工経験が不明な場合に添付する。
⑨監理技術者資格者証から３ヶ月以上の雇用関係が読み取れない場合等については、「市区町村が作成する住民税特別徴収税額の通知書（変更通知書も可）」、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる資料の写しを添付すること。
（特に監理技術者資格者証の更新の交付日が直近の場合は注意すること。なお直近の場合とは入札の申込み（競争参加資格確認申請時）の日から３ヶ月以内の場合をいう）

	注意事項等
	必須資料①及び入札説明書本文に記載のとおり。

	
③審査対象期間の追加事由（配置予定の主任（監理）技術者）

	添付資料
	必須資料
	①育児休業等の休業期間を証明する資料
産前休業・産後休業・育児休業・介護休業を取得していた場合は、その取得状況を証明する資料を添付する。（事業主が労働者に休業期間を通知した書面等（休業期間の確認できるものに限る））
②事業促進PPPに係る業務計画書等
事業促進PPPに従事していた場合は、その従事状況を証明する資料を添付する。（業務計画書の写し等）

	注意事項等
	ア）産前休業・産後休業・育児休業・介護休業のいずれか若しくは複数を取得していた場合は、その取得期間と同等の期間を評価の対象期間以前の期間に加えることができる。取得期間は年単位とし、１年未満の場合は切り上げた期間とする。（取得期間の合計が１年６ヶ月の場合、２年とする。）
イ）事業促進PPPに従事していた場合は、その従事期間と同等の期間を評価の対象期間以前の期間に加えることができる。従事期間は年単位とし、１年未満の場合は切り捨てた期間とする。（従事期間の合計が１年６ヶ月の場合、１年とする。）
ウ）上記ア）の期間及びイ）の期間は合算することができる。




【工事監理業務】
	①業務実績

	添付資料

	必須資料
	①様式１１
②TECRIS登録の写し
業務の実績について登録されたもの
③業務成績評定通知書の写し


	
	必要に応じて添付
	④契約書の写し
TECRIS登録されていない場合、業務名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分を添付する。

	注意事項等
	必須資料①及び入札説明書本文に記載のとおり。

	
6 配置予定の管理技術者の資格・工事経験

	添付資料

	必須資料
	①様式１２
②TECRIS登録の写し
記載する業務の管理技術者の業務経験等について登録されたもの。
③業務成績評定通知書の写し
④管理技術者の資格を証明する資料
　合格証明書等

	
	必要に応じて添付
	⑤契約書の写し
TECRIS登録されていない場合、業務名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分を添付する。
⑦技術者の資格・業務経験等が確認できる資料
様式１２に記載した業務の関係書類のうち「従事したことを確認できる部分の写し」等（TECRIS登録されていない場合に添付する。）
管理技術者が３ヶ月以上の雇用関係が読み取れない場合等については、「市区町村が作成する住民税特別徴収税額の通知書（変更通知書も可）」、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる資料の写しを添付すること。

	注意事項等
	必須資料①及び入札説明書本文に記載のとおり。
⑧誓約書
第一次審査提出書類の提出期限までに工事監理企業と配置予定管理技術者の間において直接的雇用関係が成立していない場合に提出する。

	
③審査対象期間の追加事由（配置予定の管理技術者）

	添付資料
	必須資料
	①育児休業等の休業期間を証明する資料
産前休業・産後休業・育児休業・介護休業を取得していた場合は、その取得状況を証明する資料を添付する。（事業主が労働者に休業期間を通知した書面等（休業期間の確認できるものに限る））
②事業促進PPPに係る業務計画書等
事業促進PPPに従事していた場合は、その従事状況を証明する資料を添付する。（業務計画書の写し等）

	注意事項等
	ア）産前休業・産後休業・育児休業・介護休業のいずれか若しくは複数を取得していた場合は、その取得期間と同等の期間を評価の対象期間以前の期間に加えることができる。取得期間は年単位とし、１年未満の場合は切り上げた期間とする。（取得期間の合計が１年６ヶ月の場合、２年とする。）
イ）事業促進PPPに従事していた場合は、その従事期間と同等の期間を評価の対象期間以前の期間に加えることができる。従事期間は年単位とし、１年未満の場合は切り捨てた期間とする。（従事期間の合計が１年６ヶ月の場合、１年とする。）
ウ）上記ア）の期間及びイ）の期間は合算することができる。




【設備維持業務】
	①工事の施工実績

	添付資料

	必須資料
	①様式１３
②CORINS登録の写し
同種工事の施工実績について登録されたもの
③工事成績評定通知書の写し
同種工事の施工実績が大臣官房官庁営繕部又は地方整備局等所掌の工事（地方整備局、北海道開発局または沖縄総合事務局の発注した工事を含み、港湾空港関係を除く。）である場合に添付する。

	
	必要に応じて添付
	④契約書の写し
CORINS登録されていない場合、工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分を添付する。
⑤平面図、構造図、数量総括表等
CORINS等での記載内容で同種工事の施工実績が不明な場合については必ず添付する。

	注意事項等
	必須資料①及び入札説明書本文に記載のとおり。



	
②配置予定の主任（監理）技術者の資格・工事経験

	添付資料

	必須資料
	①様式１４
②CORINS登録の写し
記載する工事の主任（監理）技術者の同種工事の施工経験等について登録されたもの。
③工事成績評定通知書の写し
配置予定の主任（監理）技術者の経験等について、平成８年４月１日以降に完成した大臣官房官庁営繕部又は地方整備局等所掌の工事（地方整備局、北海道開発局または沖縄総合事務局の発注した工事を含み、港湾空港関係を除く。）である場合に添付する。
④主任（監理）技術者の資格を証明する資料
　・監理技術者の場合：監理技術者資格者証（裏面の写しも添付する。）
裏面で監理技術者講習の修了履歴が確認できない場合、監理技術者講習修了証もしくは監理技術者講習受講証明書（講習を受けた日の属する年の翌年の1月1日から５年以内が確認できるものとする。）
・主任技術者の場合：合格証明書等
⑤従事中の他工事と本工事が重複する場合の対応措置の証明資料
　配置予定の主任（監理）技術者が申請時に従事している工事の工期と、本工事の工期が重複している場合の対応措置の内容を証明する資料を添付する。

	
	必要に応じて添付
	⑥契約書の写し
CORINS登録されていない場合、工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分を添付する。
⑦技術者の資格・工事経験等が確認できる資料
様式１４に記載した工事の工事関係書類のうち「従事したことを確認できる部分の写し」等（CORINS登録されていない場合に添付する。）
⑧平面図、構造図、数量総括表等
CORINS登録内容等で同種工事の施工経験が不明な場合に添付する。
⑨監理技術者資格者証から３ヶ月以上の雇用関係が読み取れない場合等については、「市区町村が作成する住民税特別徴収税額の通知書（変更通知書も可）」、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる資料の写しを添付すること。
（特に監理技術者資格者証の更新の交付日が直近の場合は注意すること。なお直近の場合とは入札の申込み（競争参加資格確認申請時）の日から３ヶ月以内の場合をいう）

	注意事項等
	必須資料①及び入札説明書本文に記載のとおり。

	
③審査対象期間の追加事由（配置予定の主任（監理）技術者）

	添付資料
	必須資料
	①育児休業等の休業期間を証明する資料
産前休業・産後休業・育児休業・介護休業を取得していた場合は、その取得状況を証明する資料を添付する。（事業主が労働者に休業期間を通知した書面等（休業期間の確認できるものに限る））
②事業促進PPPに係る業務計画書等
事業促進PPPに従事していた場合は、その従事状況を証明する資料を添付する。（業務計画書の写し等）

	注意事項等
	ア）産前休業・産後休業・育児休業・介護休業のいずれか若しくは複数を取得していた場合は、その取得期間と同等の期間を評価の対象期間以前の期間に加えることができる。取得期間は年単位とし、１年未満の場合は切り上げた期間とする。（取得期間の合計が１年６ヶ月の場合、２年とする。）
イ）事業促進PPPに従事していた場合は、その従事期間と同等の期間を評価の対象期間以前の期間に加えることができる。従事期間は年単位とし、１年未満の場合は切り捨てた期間とする。（従事期間の合計が１年６ヶ月の場合、１年とする。）
ウ）上記ア）の期間及びイ）の期間は合算することができる。




（様式9） [bookmark: _Ref38822675]

（様式9） 
設備更新業務を行う企業の工事の施工実績
	設備更新業務を行う
企業名
	○○○○建設（株）

	同種工事
	平成23年４月１日以降に元請けとして完成・引渡しが完了した下記ア、イに掲げる工事の実績を有すること
ア　	夜間工事において道路照明灯（現道上に設置された連続照明、局部照明をいう）を設置した工事又は灯具を交換した工事であること。
イ　	供用中の道路を規制（路面覆工、切り回し、車線減少、片側交互通行、通行止め、のいずれかを指す）して行った工事であること。
ただし、上記ア、イは同一工事であること。

	工事名称等
	工事名称
	○○○工事（ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

	
	発注機関名
	国土交通省○○地方整備局○○事務所

	
	施工場所
	○○県○○市○○町○○～○○県○○市○○町○○

	
	契約金額
	○○○,○○○,○○○円

	
	工期
	平成・令和○○年○○月○○日～平成・令和○○年○○月○○日

	
	受注形態等
	単体／○○・○○JV（出資比率○○％）

	工事内容
	構造形式
規模・寸法
使用機材・数量
施工方法
等
	「同種工事であること」を証明する事項

	CORINSへの登録の有無
	有り（登録番号を明記）又は無し


注1）同種工事の施工実績については、記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されていない場合は契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分））の写しを提出すること。
ただし、ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で同種工事の施工実績が不明な場合については、平面図、構造図、数量総括表等を必ず添付すること。
注2）同種工事の施工実績が大臣官房官庁営繕部又は地方整備局等所掌の工事（地方整備局、北海道開発局または沖縄総合事務局の発注した工事を含み、港湾空港関係を除く。）である場合にあっては、当該工事に係る工事成績評定通知書の写しを添付すること。
ただし、当該工事に係る工事成績評定通知書が、審査基準日の前日時点において未通知の場合は、工事成績評定通知書の写しの添付は不要である。
注3）記載欄の明示は記入例である。
注4）設備更新を担当する企業が複数の場合は、各社ごとに本様式を作成、提出すること。


（様式10） 
設備更新業務を行う
配置予定主任技術者又は監理技術者の資格・工事経験等
	配置予定技術者の氏名
	◯◯　◯◯

	配置予定技術者の従事役職
	主任技術者・監理技術者（どちらか一方を記載すること。）

	最終学歴
	◯◯大学　◯◯学部　◯◯科　◯◯年卒業

	上記の者を雇用する企業名
	○○○○建設（株）

	上記のものを雇用している期間
	平成・令和　年　月　日～平成・令和　　年　月　日（　年　ヶ月）

	法令等による資格・
免許
	・１級電気工事施工管理技士
登録番号：　　　　　　　　　　　取得：　　年　　月　　日
・２級電気工事施工管理技士
登録番号：　　　　　　　　　　　取得：　　年　　月　　日
・技術士（部門：　　　　　選択科目：　　　　　）
登録番号：　　　　　　　　　　　取得：　　年　　月　　日
・その他同等知識及び技術又は技能（国土交通大臣認定）
内容：　　　　　　　　　　　
・登録基幹技能者講習修了証（工事種別：　　　　　）
　講習名称：　　　　　
修了証番号：　　　　　　　　有効期限：　　年　　月　　日
・監理技術者資格者証（電気工事業）
取得年：　　　有効期限：　　年　　月　　日　　　登録番号：　　　登録会社：
・監理技術者講習修了証
取得年：　　　

	工事経験の概要
	同種工事
	１人の者が、過去に元請けとして完成・引渡しが完了した下記ア、イに掲げる工事の経験を有するものであること。
ア　夜間工事において道路照明灯（現道上に設置された連続照明、局部照明をいう）を設置した工事又は灯具を交換した工事であること。
イ　	供用中の道路を規制（路面覆工、切り回し、車線減少、片側交互通行、通行止め、のいずれかを指す）して行った工事であること。
上記ア、イは同一工事でなくてもよい。
（複数の工事を記載する場合は、「工事経験の概要」欄を追加して記載すること。）

	
	工事名称
	◯◯◯工事（ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

	
	発注機関名
	国土交通省○○地方整備局○○事務所

	
	受注者名
	○○○○建設（株）

	
	施工場所
	○○県○○市○○町○○～○○県○○市○○町○○

	
	契約金額
	◯◯◯，◯◯◯，◯◯◯円

	
	工期
	平成・令和◯◯年◯◯月◯◯日～平成・令和◯◯年◯◯月◯◯日

	
	受注形態
	単体／○○・○○JV

	
	工事成績
	○○．○点

	
	従事役職
	現場代理人、主任（監理）技術者、工事主任等

	
	従事期間
	令和○年○○月○○日～令和○年○○月○○日

	
	工事内容
	「同種工事であること」を証明する事項

	申請時における他工事の従事状況等
	工事名称
	△△△△△工事

	
	発注機関名
	国土交通省○○地方整備局○○事務所

	
	受注者名
	○○○○建設（株）

	
	工期
	令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日

	
	従事役職
	現場代理人・主任（監理）技術者・工事主任等

	
	本工事と重複する場合の対応措置
	例）本工事に着手する前の○月○日から後片付け開始予定のため
　本工事に従事可能

	
	CORINS登録の有無
	有(CORINS登録番号)・無


注1）記載にあたっての注意事項は、本様式の（様式１０別添、様式１４別添）に示すので必ず確認すること。
注2）複数の技術者を申請する場合は、１枚につき１名を記載し複数枚提出すること。



（様式１０別添、様式１４別添）

配置予定の主任（監理）技術者の資格・工事経験に関する注意事項

１．「申請時における他工事の従事状況等」の欄には、従事しているすべての工事について、審査基準日におけるCORINSの登録内容で記載すること。（従事している工事の従事役職はすべて記入すること。）

２．本工事と重複する場合の対応措置の証明については、以下の書面を必ず添付すること。
※例
○従事している工事において、主任（監理）技術者の変更をもって配置する場合
・受発注者双方が認めた書面（工事打合簿等）
○従事している工事を工期内に完成させ配置する場合
・受発注者双方が認めた書面（工事打合簿等）
・設計審査会資料（出席者、工期内完成検査が証明できる資料）で工期内検査の実施が認められたもの
なお、申請時に記載した内容に変更が生じ、主任（監理）技術者を配置することができなくなったときは、直ちに入札説明書５．の入札手続きにおける担当部局（技術的事項を除く。）に申し出ること。この行為を行わなかった場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことがある。

３．複数の工事経験を提出してもよいとされた場合において、複数の工事経験を提出する場合は１工事毎に作成すること。また、本工事に複数の主任（監理）技術者を申請する場合は、複数枚となっても良い。

４．配置予定の主任（監理）技術者の経験等の経験については、記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されていない場合は契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分））の写しを提出すること。
ただし、ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で配置予定の主任（監理）技術者の経験等の経験が不明な場合については平面図、構造図、数量総括表、配置予定主任（監理）技術者の従事状況を確認できる資料等を必ず添付すること。
主任（監理）技術者の経験等について、平成８年４月１日以降に完成した大臣官房官庁営繕部又は地方整備局等所掌の工事（地方整備局、北海道開発局または沖縄総合事務局の発注した工事を含み、港湾空港関係を除く。）である場合にあっては、当該工事に係る工事成績評定通知書の写しを添付すること。
ただし、当該工事に係る工事成績評定通知書が、審査基準日の前日時点において未通知の場合は、工事成績評定通知書の写しの添付は不要である。

５．配置予定の主任（監理）技術者にあっては直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であるので、申請時の日以前に３ヶ月以上の雇用関係があることを確認の出来る資料（監理技術者資格者証（両面）、市区町村が作成する住民税特別徴収税額の通知書（変更通知書も可）の写し、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる資料）を必ず添付すること。

６．「建設業者の営業譲渡又は会社分割に係る主任技術者又は監理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事務取扱いについて」（平成13年５月30日付け国総建第155号）において定められた在籍出向の要件に適合する場合、上記５．の確認資料に加え、出向元企業の建設業の廃業届の写し等建設業の許可を廃止した事が確認できる資料及び営業譲渡の契約上定められている譲渡の日又は出向先企業が会社分割の登記をした日から３年以内であることが確認できる資料の写しを必ず添付すること。

７．「官公需適格組合における組合員からの在籍出向者たる監理技術者又は主任技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱い等について（試行）」（平成28年３月24日付け国土建第483号）において定められた在籍出向の要件に適合する場合、上記５．の確認資料に加え、在籍出向可能範囲通知書の写しを必ず添付すること。

８．「企業集団内の出向社員に係る監理技術者等の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱いについて」（令和6年3月26日付け国不建技第291号）において定められた在籍出向の要件に適合する場合、上記５．の確認資料に加え、出向契約書等及び企業集団確認書の写しを必ず添付すること。

９．「持株会社の子会社が置く主任技術者又は監理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱いについて（改正）」（平成28年12月19日付け国土建第358号）において定められた在籍出向の要件に適合する場合、上記５．の確認資料に加え、「持株会社の子会社に係る経営事項審査の取扱いについて」（平成20年３月10日付け国総建第319号）別紙２の「企業集団及び企業集団に属する建設業者についての数値認定書」（以下「数値認定書」という。）の写しを必ず添付すること。

10．記載欄の明示は記入例である。

11．本事業の工事種別に対応する登録基幹技能者講習修了証の別
	本発注工事の工事種別
	対応する登録基幹技能者講習

	
電気設備工事
	登録電気工事基幹技能者講習
登録送電線工事基幹技能者講習
登録計装基幹技能者講習

	維持修繕工事
	登録電気工事基幹技能者講習





（様式11） 
工事監理業務を行う企業の業務実績
	同種業務
	平成23年度以降に完了した以下に示す業務において、１件以上の実績を有すること。
業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人、又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、公物管理補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業務、管理施設調査・運用・点検業務

	構成企業又は
協力企業等の別
	構成企業·協力企業・委託先注５のいずれかを記載すること

	業務名称等
	業務分類
	

	
	業務名
	

	
	テクリス登録番号
	

	
	契約金額
	

	
	履行期間
	

	
	発注機関名
住所
TEL
	

	
	業務の概要
	

	
	技術的特徴
	


注1）業務分類には、入札説明書の別紙１「発注者支援業務等の業務実績に定める業務内容」に記載してある「対象業務」のいずれかを記載する。
注2）様式－１２－２に記載した技術者の同種業務を重複して記載できる。
注3）業務実績は最大２件とし、図面、写真等を引用する場合も含め、１件につき１枚以内に記載する。
注4）テクリスに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付すること。
注5）応募企業（単独企業）の場合のみ選択可



（様式12） 
工事監理業務を行う配置予定管理技術者の資格・業務経験等
	管理技術者の氏名
（技術者ＩＤ：　　　）
	◯◯　◯◯

	生年月日
	　　年　　月　　日

	上記の者を雇用する企業名・所属・役職
	

	構成企業又は
協力企業等の別
	構成企業·協力企業・委託先注３のいずれかを記載すること

	保有資格
	・技術士（部門：　　　　　選択科目：　　　　　）
登録番号：　　　　　　　　　　取得：平成　　年　　月　　日
・１級土木施工管理技士
登録番号：　　　　　　　　　　　　取得：　　年　　月　　日
・１級電気工事施工管理技士
登録番号：　　　　　　　　　　　　取得：　　年　　月　　日
・土木学会認定技術者（特別上級土木、上級土木、１級土木）
登録番号：　　　　　　　　　　有効期限：　　年　　月　　日
・公共工事品質確保技術者(Ⅰ)、公共工事品質確保技術者(Ⅱ)
登録番号：　　　　　　　　　　有効期限：　　年　　月　　日
・RCCM（部門：　　　　　）
登録番号：　　　　　　　　　　取得：平成　　年　　月　　日

	業務経験の内容
	同種業務
	次のa又はbの実績（平成23年度以降公告日までに完了した業務）を有する者。
a　国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した土木工事、電気設備工事又は電気通信設備工事のいずれかに関する発注者支援業務（類する業務を含む。）、公物管理補助業務（類する業務を含む。）
ｂ　国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な電気設備工事又は電気通信設備工事を行う公益民間企業が発注したＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計、電気設備設計又は電気通信設備設計のいずれかにおける概略･予備･詳細設計業務、土木工事、電気設備工事又は電気通信設備工事のいずれかにおける監理技術者又は主任技術者の業務

	
	業 務 分 類
	

	
	業務名
TECRIS番号業 
	

	
	発注機関
	

	
	履行期間
	

	
	役職
	

	
	従事期間
	

	
	業務履行場所
	

	手持業務の状況（令和８年８月21日現在）
管理技術者、又は担当技術者となっている契約金額500万円以上
（ただし、国土交通省直轄業務において調査基準価格を下回る金額で落札した業務は、業務名の先頭に【低】を付して記載すること。）

	業　務　名
	職務上の立場
	発　注　機　関
	履 行 期 間
	契 約 金 額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	（契約金額合計　　　　万円）


注1）保有資格の「ＲＣＣＭと同等の能力を有する者」は、合格証の写しを添付すること。
注2）業務分類には、入札説明書の別紙１「発注者支援業務等の業務実績に定める業務内容」に記載してある「対象業務」のいずれかを記載する。 
注3）応募企業（単独企業）の場合のみ選択可

（様式１２－２）
配置予定管理技術者の平成２３年度以降に完了の業務実績
	業務分類
	

	業務名
	

	テクリス登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	履行場所
	

	発注機関名
住所
ＴＥＬ
	



	業務の概要





	




（○○技術者として従事）

	業務の技術的特徴



	




	当該技術者の
業務担当の内容


	





注1）業務分類には、入札説明書の別紙１「発注者支援業務等の業務実績に定める業務内容」に記載してある「対象業務」のいずれかを記載する。
注2）業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記載すること。
注3）○○には「管理」「担当」のいずれかを記載すること。
注4）テクリスに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付すること。
※　予定管理技術者は、本業務の履行期間中に工事監理業務の受注者と直接的雇用関係があること。
注5）出向又は派遣、再委託を受けて行った業務実績を記載した場合は、その業務担当したことを証する派遣契約書、委託契約書又は出向辞令等の写しを添付すること。
注6）様式１２に記載した同種の実績について記載すること


（様式13） 
設備維持業務を行う企業の工事の施工実績
	設備維持業務を行う
企業名
	○○○○建設（株）

	同種工事
	平成23年４月１日以降に元請けとして完成・引渡しが完了した下記ア、イに掲げる工事の実績を有すること
ア　夜間工事において道路照明施設又はトンネル照明施設の維持又は設置した工事であること。
イ　供用中の道路を規制（路面覆工、切り回し、車線減少、片側交互通行、通行止め、のいずれかを指す）して行った工事であること。
ただし、上記ア、イは同一工事であること。

	工事名称等
	工事名称
	○○○工事（ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

	
	発注機関名
	国土交通省○○地方整備局○○事務所

	
	施工場所
	○○県○○市○○町○○～○○県○○市○○町○○

	
	契約金額
	○○○,○○○,○○○円

	
	工期
	平成・令和○○年○○月○○日～平成・令和○○年○○月○○日

	
	受注形態等
	単体／○○・○○JV（出資比率○○％）

	工事内容
	規模・寸法
使用機材・数量
施工方法
等
	「同種工事であること」を証明する事項

	CORINSへの登録の有無
	有り（登録番号を明記）又は無し


注1）同種工事の施工実績については、記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されていない場合は契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分））の写しを提出すること。
ただし、ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で同種工事の施工実績が不明な場合については、平面図、構造図、数量総括表等を必ず添付すること。
注2）同種工事の施工実績が大臣官房官庁営繕部又は地方整備局等所掌の工事（地方整備局、北海道開発局または沖縄総合事務局の発注した工事を含み、港湾空港関係を除く。）である場合にあっては、当該工事に係る工事成績評定通知書の写しを添付すること。
ただし、当該工事に係る工事成績評定通知書が、審査基準日の前日時点において未通知の場合は、工事成績評定通知書の写しの添付は不要である。
注3）記載欄の明示は記入例である。
注4）設備維持を担当する企業が複数の場合は、各社ごとに本様式を作成、提出すること。


（様式14） 
設備維持業務を行う
配置予定主任技術者又は監理技術者の資格・工事経験等
	配置予定技術者の氏名
	◯◯　◯◯

	配置予定技術者の従事役職
	主任技術者・監理技術者（どちらか一方を記載すること。）

	最終学歴
	◯◯大学　◯◯学部　◯◯科　◯◯年卒業

	上記の者を雇用する企業名
	○○○○建設（株）

	上記のものを雇用している期間
	平成・令和　年　月　日～平成・令和　　年　月　日（　年　ヶ月）

	法令等による資格・
免許
	・１級電気工事施工管理技士
登録番号：　　　　　　　　　　　取得：　　年　　月　　日
・２級電気工事施工管理技士
登録番号：　　　　　　　　　　　取得：　　年　　月　　日
・技術士（部門：　　　　　選択科目：　　　　　）
登録番号：　　　　　　　　　　　取得：　　年　　月　　日
・その他同等知識及び技術又は技能（国土交通大臣認定）
内容：　　　　　　　　　　　
・登録基幹技能者講習修了証（工事種別：　　　　　）
　講習名称：　　　　　
修了証番号：　　　　　　　　有効期限：　　年　　月　　日
・監理技術者資格者証（電気工事業）
取得年：　　　有効期限：　　年　　月　　日　　　登録番号：　　　登録会社：
・監理技術者講習修了証
取得年：　　　


	工事経験の概要
	同種工事
	１人の者が、過去に元請けとして完成・引渡しが完了した下記ア、イに掲げる工事の経験を有するものであること。
ア　	夜間工事において道路照明施設又はトンネル照明施設の維持又は設置した工事であること。
イ　	供用中の道路を規制（路面覆工、切り回し、車線減少、片側交互通行、通行止め、のいずれかを指す）して行った工事であること。
ただし、上記ア、イは同一工事でなくてもよい。（複数の工事を記載する場合は、「工事の経験の概要」欄を追加して記載すること。）

	
	工事名称
	◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯工事

	
	発注機関名
	国土交通省○○地方整備局○○事務所

	
	受注者名
	○○○○建設（株）

	
	施工場所
	◯◯県◯◯市◯◯～○○県○○市○○町○○

	
	契約金額
	◯◯◯，◯◯◯，◯◯◯円

	
	工期
	平成・令和◯◯年◯◯月◯◯日～平成・令和◯◯年◯◯月◯◯日

	
	受注形態
	単体／○○・○○JV

	
	従事役職
	現場代理人、主任（監理）技術者、工事主任等

	
	工事内容
	「同種工事であること」を証明する事項

	申請時における他工事の従事状況等
	工事名
	△△△△△工事

	
	発注機関名
	国土交通省○○地方整備局○○事務所

	
	受注者名
	○○○○建設（株）

	
	工期
	令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日

	
	従事役職
	現場代理人・主任（監理）技術者・工事主任等

	
	本工事と重複する場合の対応措置
	例）本工事に着手する前の○月○日から後片付け開始予定のため
　本工事に従事可能

	
	CORINS登録の有無
	有(CORINS登録番号)・無


注1）記載にあたっての注意事項は、本様式の（様式１０別添、様式１４別添）に示すので必ず確認すること。
注2）複数の技術者を申請する場合は、１枚につき１名を記載し複数枚提出すること。



（様式15） 
共同企業体協定書（甲）（案）


［入札説明書の添付９による］



（様式16） 
添付資料提出確認書

	企業名
	


	添付書類
	部数
	応募者
確認
	関東地方
整備局確認

	Ⅰ
	会社概要（パンフレット等）
	１
	
	

	Ⅱ
	企業単体の貸借対照表、損益計算書、及び株主資本等変動計算書（直近３期分）
	1
	
	

	Ⅲ
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）
	1
	
	

	Ⅳ
	会社定款（直近のものに原本証明を添付すること）
	１
	
	

	Ⅴ
	印鑑証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	１
	
	

	Ⅵ
	法人税納税証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	１
	
	

	Ⅶ
	消費税納税証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	１
	
	

	Ⅷ
	商業登記簿謄本（入札公告日以降に交付されたこと）
	１
	
	

	Ⅸ
	競争参加資格審査の等級等を証する書類の写し
	１
	
	



注）１．代表企業、構成企業及び協力企業毎に本様式を使用し、提出して下さい。
　　２．必要書類が揃っていることを確認した上で、「応募者確認」欄に「◯」をつけて下さい。


（様式17） 

令和○○年○○月○○日

参加表明等を郵送により提出する旨の申出

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業の競争参加資格確認資料は容量を超えたため郵送にて提出します。なお、問い合わせ先は下記のとおりです。


記


１．問い合わせ先
担当者：○○　○○
部署：○○○本店○○部○○課
電話番号：（代）○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］

２．郵送する書類の目録

【記載例】
入札参加表明書（様式５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ１／○○
グループ構成表（様式６）			　　　Ｐ○○／○○～○○／○○
委任状（様式７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ○○／○○～○○／○○
競争参加資格確認申請書（様式８）　　　　　　　　　　　Ｐ○○／○○～○○／○○
設備更新業務を行う企業の同種工事の施工実績（様式９）　Ｐ○○／○○～○○／○○
設備更新業務を行う配置予定主任技術者又は監理技術者の資格・工事経験等（様式10）						      Ｐ○○／○○～○○／○○
工事監理業務を行う企業の業務実績（様式11）　　　　　　Ｐ○○／○○～○○／○○
工事監理業務を行う配置予定管理技術者の資格・業務経験等（様式12）
Ｐ○○／○○～○○／○○
設備維持業務を行う企業の同種工事の施工実績（様式13）　Ｐ○○／○○～○○／○○
設備維持業務を行う配置予定主任技術者又は監理技術者の資格・工事経験等（様式14）						      Ｐ○○／○○～○○／○○
共同企業体協定書（様式15）　　　　　　　　　　　　　　Ｐ○○／○○～○○／○○
添付資料提出確認書（様式16）及び確認書のⅠ～Ⅹに該当するもの
Ｐ○○／○○～○○／○○

３．郵送する書類の頁数
全○○頁

４．発送年月日
令和○○年○○月○○日

（様式18） 

 
業務実績等の評価対象期間の延長に関する申請書

業　務　名：
連絡窓口（事務）担当者　氏　　　　　名　：
所　属　部　署　：
電　話　番　号　：
標記の業務において、以下のとおり、長期休業に伴う技術者実績等の評価対象期間の延長について申請します。
1） 平成23年度以降公告日(令和８年８月21日)までの長期休業取得状況
	休業の種類
	
	休業取得期間
	取得日数

	
	
	開始日
	終了日
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



	評価項目
	通算取得日数
	延長年数
	評価期間開始年度

	業務の実績
（平成23年度以降公告日まで）
	
	
	

	
	
	
	


 














[bookmark: _Ref38876129]（５）入札辞退時等の提出書類

（様式19） 
令和　　年　　月　　日
入札辞退届


支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

令和８年８月21日付で入札公告のありました「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」について、競争参加資格確認申請書を提出しているところですが、下記の理由により入札辞退を申し出ます。


【入札辞退理由】















注）１．他の事業を落札したこと等により入札できなくなった場合は、落札した事業の発注機関名、件名、落札決定日を記載し、落札したことを証明する資料を添付すること。


（様式20） 
令和　　年　　月　　日
構　成　員　等　変　更　届


支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿

［応募企業又は応募グループの代表企業］
商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　令和８年８月21日付で入札公告のありました「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」について、入札参加表明書及び競争参加資格確認申請書を提出しましたが、下記の理由により、別添のとおり構成企業【協力企業】を変更させていただきたく、当該変更後の企業に係る競争参加資格確認申請書及び関係書類を添え、構成員等変更届を提出します。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当しない者であること、またこの申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

注）１．【　】は、協力企業の場合に記載する。














（６）第二次審査提出書類
[bookmark: _Ref38876130]

（様式21） 
令和　　年　　月　　日
第二次審査提出書


支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿


令和８年８月21日付で入札公告のありました「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」について、入札説明書に基づき、必要書類を添付して提出します。
なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。


［応募企業又は応募グループの代表企業］
商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

[bookmark: _Ref38876132][bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]

（様式22） 
令和　　年　　月　　日
委任状

支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿


私は、受任者　住所
　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
を代理人と定め、

「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」に関し、下記の権限を委任します。


【委任者】
［応募企業又は応募グループの代表企業］
商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印



記

１．入札に関する件

以上　　　　　





（様式23） 
入　札　書

	[bookmark: _Hlk236924163]一 金
	　　　　　　　　　　　円 也



ただし、相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業について

関東地方整備局競争契約入札心得及び現場説明書等を承諾の上、

入札します。

年月日：令和　　年　　月　　日

［応募企業又は応募グループの代表企業］
　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印



支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿


………………………………………………………………………………………………………
　　 
（注）　１　入札価格は、課税事業者、免税事業者を問わず消費税及び地方消費税を含む金額を記入することとし、事業費の支払計画（様式３１－５）の表示単位：円　事業費合計（税込み）を転記すること。
２　金額はアラビア数字（1,2,3…）で記入すること。
３　印鑑は届出済の実印又は使用印を鮮明に押印すること。
４　入札の無効については入札心得第6条を参照のこと。



（様式24） 
令和　　年　　月　　日
要求水準書に関する確認書


支出負担行為担当官　関東地方整備局長　殿


令和８年８月21日付で入札公告のありました「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」について、提案書類の内容が、要求水準書に規定される要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。


［応募企業又は応募グループの代表企業］
商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印



（様式25） 




相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業

提案書
［実施方針及び実施体制］








	提案受付番号
	





（様式26） 
事業実施方針・体制①
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．１ 評価分類（事業実施方針・体制）」　評価の視点（事業を実施する上での目標及び重視する点）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 本事業の実施を通じた社会的貢献（カーボンニュートラルの実現）の早期実現とコスト縮減に向けた観点から、事業を取り巻く社会・経済的要請に適切に応えうる提案となっているか。
2 実施体制と契約スキームが整合しており、事業履行の確実性が高い提案となっているか。




	注）１．Ａ４版２ページ以内
	提案受付番号
	


（様式２６－２）
事業実施方針・体制②
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．１ 評価分類（事業実施方針・体制）」　評価の視点（事業全体のマネジメント方策）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 各業務を担う企業が連携し、多様な事態を想定した体制が検討されているか。
2 事業期間全体を通して効率的な事業実施のノウハウを継承する取組として、関東地方整備局との円滑で的確な意思疎通が図られるような体制が検討されているか。
3 代表企業及び構成員と関東地方整備局との間における各業務に関する適切な情報管理や効果的な情報共有の方策が提案されているか。
4 本事業の実施にあたり、各業務段階における安全対策や環境対策を持続的に実施する適格な体制が構築されているか。


	注）１．Ａ４版２ページ以内
	提案受付番号
	




（様式27） 
リスク管理・対応
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．１ 評価分類（リスク管理・対応）」の評価の視点（各企業の専門性や実績等に応じたリスク分担）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。
1 代表企業及び各構成員間のリスク分担に対する考え方が明快であり、考え方に対応した分担内容となっているか。
2 想定されるリスクに対して、未然の防止や顕在化した時の対策について提案されているか。
3 「事業者等が付す保険等」に示す内容以上の必要かつ適切な保険が付されており、各種リスクへの対応が明確で、本事業の安定性向上や関東地方整備局の負担軽減などの効果が見込まれるか。
4 関東地方整備局が負担する増加費用を抑制する方策が提案されているか。
＜リスク対応表（サンプル）＞
	No.
	リスク項目
	リスク内容
	リスクに対する
未然の防止策
	リスク顕在化時の対策

	
	
	
	
	

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	


※　適宜、行の挿入・削除を行ってください。
＜保険（サンプル）＞
	保険名
	
	保険概要
	

	契約者
	
	
	

	被保険者
	
	
	

	補償額
	
	
	

	保険料
	円/年
	
	

	保険期間
	
	
	


※付保する保険の数に応じて、適宜記入欄を追加してください。

	注）１．Ａ４版　２ページ以内
	提案受付番号
	


（様式28） 
事業の安定性
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．１ 評価分類（事業の安定性）」の評価の視点（事業者の破綻等への対策）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 代表企業及び構成員が破綻した場合においても事業に影響が及ばない方策やそうした事態を未然に防ぐ方策が提案されているか。

	注）１．Ａ４版　２ページ以内
	提案受付番号
	


（様式29） 
[bookmark: _Hlk223601783]地域経済への配慮・貢献
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．１ 評価分類（地域経済への配慮・貢献）」の評価の視点（地域企業の参画・活用）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 地域（東京都又は神奈川県内に本店が所在する）企業の参画又は地域の企業への協力について提案されているか。

	注）１．Ａ４版　２ページ以内
	提案受付番号
	


（様式30） 




相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業

提案書
［資金収支計画及び資金調達］








	提案受付番号
	




（様式31） 

資金調達計画①
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．２ 評価分類（資金調達計画）　評価の視点（資金計画・償還計画・収支計画）」の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 本事業の内容を十分に考慮し、事業の安定性確保のための十分な資金が設定されているか。
2 事業の内容や支払等の条件に対応した、より明確な資金調達条件・債務償還の条件が示されているか。
3 事業の収支計画について、年度ごとの収支など事業の内容に即した現実的な計画が示されているか。

※下記の添付様式については、別途ファイルをダウンロードの上、記入してください。

補足様式
（様式31－３）資金調達計画③
（様式31－４）割賦金利に関する書類
（様式31－５）事業費の支払計画
（様式31－６）資金収支計画
（様式31－７）事業費内訳書
（様式31－８）入札時積算内訳書






	注）１．Ａ４版２ページ以内
	提案受付番号
	




（様式３１－２）

資金調達計画②
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．２ 評価分類（資金調達計画）　評価の視点（事業を安定的に継続するための資金の調達、資金不足時の対応）」の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 提案された資金が確実に調達できるか。
2 設備更新業務期間中の資金調達に関して、金利支払い及び金利変動リスクに対する効果的な対策が講じられているか。
3 不測の事態に対応するために実効性の高い資金手当が見込まれているか。
4 事業の安定的継続性が見込まれる資金調達方策が講じられているか。

	注）１．Ａ４版２ページ以内
	提案受付番号
	





1

（様式３１－３）
[image: ]
 
（様式３１－４）


割賦金利に関する書類

（1）割賦金利について

割賦金利：基準金利　　％＋スプレッド　　％＝　　％

※　割賦金利は、元利均等払いを前提とし、基準金利と応募者の提案による利ざや（スプレッド）の合計とする。なお、提案提出時に使用する基準金利は、入札公告日の日に財務省より公表される国債金利５年物の金利を入札用の金利確定日のレートと仮定して算定すること。
ただし、基準金利の算定結果がマイナスとなった場合は、基準金利を0%とする。

（2）割賦金利の概説

	
※　割賦金利の設定条件等についての説明を簡潔に記入してください。













（様式３１－５）
[image: ]
（様式３１－６）
[image: ]

（様式３１－７）
[image: テーブル

AI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。]
（様式３１－８）
[image: ]

（様式32） 
財務・資金管理
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．２ 評価分類（財務・資金管理）」の評価の視点（事業安定性確保のための財務上のモニタリング方策）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 財務面での自己監視を徹底する体制・手法が提案されており、事業の継続に向けて経理上の独立性を確保したより適切で効果的なモニタリング手法となっているか。
2 関東地方整備局等の財務モニタリングが簡便かつ効果的に実施できるような協力方法が提案されているか。




	注）１．Ａ４版２ページ以内
	提案受付番号
	


（様式33） 





相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業

提案書
［設備更新計画］








	提案受付番号
	





（様式34） 
設備更新における各種業務の計画①
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（設備更新における各種業務の計画）」　評価の視点（施工段階の手戻りを最小化する現地調査の具体的な提案）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 現況の未ＬＥＤ照明の状況を効率的かつ確実に把握する方法・手順等について、具体的な提案がされているか。
2 調査結果を関東地方整備局と迅速に共有し、協議できる体制が構築されているか。
3 調査時の安全対策が具体的に提案されているか。

注）１．相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業に係る工事に対する施工計画を記載する上での現場条件等も記載すること。
２．適宜、必要な図面・スケッチ等を用いて提案すること。




	注）１．Ａ４版３ページ以内
	提案受付番号
	




（様式３４－２）
設備更新における各種業務の計画②
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（設備更新における各種業務の計画）」　評価の視点（各種業務の工程を最適化する具体的な提案）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。
1 現地調査から施工、電力需給契約手続きまでの全体工程において、工事の遅れにつながる要因を踏まえた効率的かつ効果的な施工計画が提案されているか。
2 器材の仕様等の関東地方整備局による事前確認や設置完了後の性能確認が確実かつ迅速に行える体制が構築されているか。
3 工程に影響を与えることがないように、タイムリーな器材の供給が実現性の高いものとなっているか。


注）１．相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業に係る工事に対する施工計画を記載する上での現場条件等も記載すること。
２．適宜、必要な図面・スケッチ等を用いて提案すること。

補足様式
（様式34－10）設備更新業務に関する工程表（●年度）

	注）１．Ａ４版３ページ以内
	提案受付番号
	




（様式３４－３）
設備更新における各種業務の計画③
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（設備更新における各種業務の計画）」　評価の視点（工期短縮によるCo2削減効果の提案）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。
1 設備更新（全灯）の工期短縮によるCo2削減効果の提案について評価する。
※工期短縮によるCo2削減効果の提案は月単位とする。
評価点＝提案値（ｔ-Co2）／提案最大値（ｔ-Co2）×15点
【計算条件】
高圧ナトリウムランプ（NH220）2,340灯をLEDモジュール（KCE100-2）に1ヶ月工期短縮して更新することにより、41.4t-Co2削減される試算としているが、設備更新（全灯）を1ヶ月工期短縮することによるCo2削減量も41.4t-Co2とする。
例）設備更新（全灯）を
1ヶ月工期短縮する提案の場合：  41.4t-Co2削減
2ヶ月工期短縮する提案の場合：  82.8t-Co2削減



　　[image: ]

	注）１．Ａ４版１ページ以内
	提案受付番号
	




（様式３４－４）
設備更新における各種業務の計画④
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（設備更新における各種業務の計画）」　評価の視点（工事における品質確保の具体的な提案）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 品質確保と施工体制に関する提案が優れたものとなっているとともに、これらを確認できる実績及び根拠等の資料が示されているか。
2 新設ＬＥＤ道路照明の自主検査について、関東地方整備局の確認が効率的かつ効果的に行える方策の提案がされているか。


注）１．適宜、必要な図面・スケッチ等を用いて提案すること。


	注）１．Ａ４版２ページ以内
	提案受付番号
	




（様式３４－５）
設備更新における各種業務の計画⑤
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（設備更新における各種業務の計画）」　評価の視点（更なるCo2削減に対する提案）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 要求水準書にて求める器材仕様である「道路・トンネル照明器材仕様書・同解説（平成30年版）」以上の定格消費電力の削減の提案について評価する。
【対象器具】
道路照明用LEDモジュール用制御装置（KCE100-2）
評価点＝（１－提案値（W）／108W）×15点


　　[image: ]
　　※本様式のページ数の他、調達予定の機材仕様書等の写しを添付すること。


	注）１．Ａ４版１ページ以内
	提案受付番号
	




（様式３４－６）
設備更新における各種業務の計画⑥
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（設備更新における各種業務の計画）」　評価の視点（ライフサイクルコストに関する提案）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 要求水準書にて求める器材仕様である「道路・トンネル照明器材仕様書・同解説（平成30年版）」以上のLEDモジュールの定格寿命（h）の提案について評価する。
【対象器具】
LEDモジュール（KCE100-2）
　評価点＝（１－60,000h／提案値（h））×15点


　　[image: ]
　　※ＬＥＤモジュールの寿命試験は、JIS C 8155付属書Ｃ（光束維持率試験及び
寿命試験の点灯条件）によるものとし、当該モジュールの定格寿命は、
ガイドラインで示す方法により算出された、推定寿命(単位:時間)を提案値と
記載するとともに、証明書として、本様式のページ数の他、「試験成績表」の写しを添付すること。

	注）１．Ａ４版１ページ以内
	提案受付番号
	




（様式３４－７）
設備更新における各種業務の計画⑦
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（設備更新における各種業務の計画）」　評価の視点（品質保証に関する提案）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 設備機器本体等の契約不適合責任期間（1年）を超える提案について評価する。
１年を超え２年以内：３点
２年を超え３年以内：６点　
３年を超え４年以内：９点
４年を超え５年以内：12点
５年を超える場合　：15点


　　[image: ]

	注）１．Ａ４版１ページ以内
	提案受付番号
	




（様式３４－８）
設備更新における各種業務の計画⑧
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（設備更新における各種業務の計画）」　評価の視点（安全性確保並びに周辺環境への影響抑制についての方策）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 施工時の適切な安全対策が提案されているか。
2 車道及び歩道の交通規制において、安全で効率的な配慮がなされているか。
3 周辺居住者、道路利用者、周辺都市基盤等の周辺環境（騒音・振動・粉塵等）への施工上の配慮がされているか。


注）１．適宜、必要な図面・スケッチ等を用いて提案すること。


	注）１．Ａ４版３ページ以内
	提案受付番号
	




（様式３４－９）
設備更新における各種業務の計画⑨
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（設備更新における各種業務の計画）」　評価の視点（新技術などによる有益な工夫）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 新技術情報提供システム（NETIS）登録技術等の有用な新技術を活用する提案があるか。
2 ライフサイクルコストや設備維持の効率化に有益な方法の提案がされているか。


注）１．適宜、必要な図面・スケッチ等を用いて提案すること。


	注）１．Ａ４版２ページ以内
	提案受付番号
	



（様式３４－１０）
	設備更新業務に関する工程表（●年度）

	

項　目

	

単位

	

数量

	
４月
	
５月
	
６月
	
７月
	
８月
	
９月
	
10月
	
11月
	
12月
	
１月
	
２月
	
３月

	
	
	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
工程管理に係わる技術的所見


	


注）１．年度毎に１枚ずつ作成すること。



（様式35） 
交通環境への配慮
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．３ 評価分類（交通環境への配慮）」の評価の視点（施工にあたっての交通環境への配慮）及び評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 主要幹線道路における通行車両に対して、施工時の渋滞発生を抑制する提案がされているか。


	注）１．Ａ４版２ページ以内
	提案受付番号
	


（様式36） 




相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業

提案書
［設備維持計画］








	提案受付番号
	





（様式37） 
設備維持における各種業務の計画①
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．４ 評価分類（設備維持における各種業務の計画）」の評価の視点（経年劣化や破損等の早期発見や、性能維持を目的とした点検及び設備維持についての方策）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 事業対象区域に存する道路照明の経年劣化や破損等を、早期に発見できるような提案がされているか。
2 道路照明の性能維持を目的とした的確な設備維持の提案がされているか。
3 点検データを分析することにより、設備維持の合理化に資する具体的かつ実現性がある提案がされているか。



	注）１．Ａ４版３ページ以内
	提案受付番号
	


（様式３７－２）
設備維持における各種業務の計画②
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．４ 評価分類（設備維持における各種業務の計画）」の評価の視点（設備維持及び照明修繕を実施する場合の、具体的な施工計画及び安全性確保の方策）の評価基準を踏まえて、図・表を用いて簡潔かつ具体的に記入してください。

1 工事材料を迅速に調達するための方法が提案されているか。
2 工事材料や施工品質の確保に関する具体的な提案があるか。
3 事故等の非常時に、迅速に対応できる体制が構築されているか。
4 非常時・災害時における安全確保への配慮が優れているか。
5 新技術情報提供システム（NETIS）登録技術等の有用な新技術を活用する提案があるか。

	注）１．Ａ４版３ページ以内
	提案受付番号
	


（様式３７－３）
設備維持における各種業務の計画③
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．４ 評価分類（設備維持における各種業務の計画）」の評価の視点（道路照明台帳更新・管理における効率化の具体的な提案）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 電子データ等を効率よく活用した台帳の更新・管理体制の提案があるか。
2 ICT の活用等、最新の台帳データを関東地方整備局と共有し、迅速に更新できる方策が提案されているか。

	注）１．Ａ４版３ページ以内
	提案受付番号
	


（様式38） 
交通環境への配慮
	提案内容

	「事業者選定基準　第6．４ 評価分類（交通環境への配慮）」の評価の視点（施工にあたっての交通環境への配慮）の評価基準を踏まえて、簡潔かつ具体的に記入してください。

1 主要幹線道路における通行車両に対して、施工時の渋滞発生を抑制する提案がされているか。

	注）１．Ａ４版２ページ以内
	提案受付番号
	


（様式39） 





相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業

提案書
［賃上げの実施］

※全ての構成員（代表企業、構成企業及び協力企業）が表明した場合のみ評価する様式である






	提案受付番号
	






【暦年で表明する場合】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※この吹き出しは資料提出時には削除してください
競争参加する工事・業務の契約予定年と同じ暦年による表明が必要です
例えば、契約予定月がR8.1.1～R8.12.31の場合は ⇒「令和8年」での表明
　　　　契約予定月がR9.1.1～R9.12.31の場合は ⇒「令和9年」での表明　　　となります
記載例「当社は、令和8年において、給与等受給者一人あたりの・・・」
【事業年度で表明する場合】
契約予定の国の会計年度内に開始する御社の事業年度期間（国の会計年度ではありません）を記載してください
契約予定の国の会計年度の4月以降に開始する最初の事業年度であることが必要です
記載例「当社は、令和8年度（令和8年6月1日から令和9年5月31日までの当社事業年度）において、・・・」







（様式３９－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　【大企業用】


従業員への賃金引上げ計画の表明書



当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすること
を表明いたします。状況に応じいずれかを選択※

※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。

を従業員と合意したことを表明いたします。


令和　　年　月　日株式会社○○○○【本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合】
・「表明いたします。」を選択して、
「従業員と合意したことを表明いたします。」は削除してください
【本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合】
・「従業員と合意したことを表明いたします。」を選択して、
「表明いたします。」は削除してください
※この吹き出しは資料提出時には削除してください

（法人番号を記載）
（住所を記載）
代表者氏名　　○○　○○


上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。
「従業員代表」及び「給与又は経理担当者」の押印を必ずしてください
※この吹き出しは資料提出時には削除してください



令和　　年　　　月　　　日
株式会社○○○○
　　従業員代表　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　　給与又は経理担当者　　　　氏名　○○　○○　　印





【※本表明書については、従業員代表及び給与又は経理担当者が押印した書類の写しの提出とする】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　【大企業用】

（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度及びその前年度の「法人事業概況説明書」を原則として当該事業年度終了月の月末から３ヶ月以内に契約締結後、別途周知する電磁的方法により提出してください。ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第75条の２の規定により申告書の提出期限の延長がなされた場合には、法人事業概況説明書の提出期限を同条の規定により延長された期限と同じ期限に延長するものとします。
　　なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年及びその前年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を原則として翌年の３月末までに契約締結後、別途周知する電磁的方法により提出してください。
３．上記１又は２による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなります。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した関東地方整備局総務部契約課により適宜の方法で通知するものとします。
[bookmark: _Hlk92201846]５．表明書の従業員代表、給与又は経理担当者（以下、従業員代表等）については特定の立場・役職等により制約するものではなく、提出者の実情に応じて選出していただくことで構いません。なお、従業員代表等の押印がない場合は加点対象となりません。表明書の提出は、押印した書類の写しとします。
６．前事業年度又は前年に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締結した場合における、前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。
なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実施期間と今回の表明期間が重複することは有り得ますが、その場合も前回と今回の賃上げ実施期間には重複がないように留意してください。


前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。留意事項６．をご確認ください。
※この吹き出しは資料提出時には削除してください



【暦年で表明する場合】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※この吹き出しは資料提出時には削除してください
競争参加する工事・業務の契約予定年と同じ暦年による表明が必要です
例えば、契約予定月がR8.1.1～R8.12.31の場合は ⇒「令和8年」での表明
　　　　契約予定月がR9.1.1～R9.12.31の場合は ⇒「令和9年」での表明　　　となります
記載例「当社は、令和8年において、給与等受給者一人あたりの・・・」
【事業年度で表明する場合】
契約予定の国の会計年度内に開始する御社の事業年度期間（国の会計年度ではありません）を記載してください
契約予定の国の会計年度の4月以降に開始する最初の事業年度であることが必要です
記載例「当社は、令和8年度（令和8年6月1日から令和9年5月31日までの当社事業年度）において、・・・」





（様式３９－２）　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【中小企業用】

従業員への賃金引上げ計画の表明書

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）
（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすること
を表明いたします。状況に応じいずれかを選択※

※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。

を従業員と合意したことを表明いたします。


令和　 年　　月　　日
　株式会社○○○○
　（法人番号を記載）
（住所を記載）【本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合】
・「表明いたします。」を選択して、
「従業員と合意したことを表明いたします。」は削除してください
【本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合】
・「従業員と合意したことを表明いたします。」を選択して、
「表明いたします。」は削除してください
※この吹き出しは資料提出時には削除してください

　代表者氏名　○○　○○　





上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。「従業員代表」及び「給与又は経理担当者」の押印を必ずしてください
※この吹き出しは資料提出時には削除してください



令和	年	月	日
　株式会社○○○○
　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印

【※本表明書については、従業員代表及び給与又は経理担当者が押印した書類の写しの提出とする】
【※本表明書と併せて直近の事業年度の「法人税申告書別表１」を提出すること。（提出がない場合は加点しない）なお、「中小企業等」とは、法人税法第66 条第2項又は第3項に該当する者のことをいう。ただし、同条第5項に該当するものは除く。】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【中小企業用】

（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度及びその前年度の「法人事業概況説明書」を原則として当該事業年度終了月の月末から３ヶ月以内に契約締結後、別途周知する電磁的方法により提出してください。ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第75条の２の規定により申告書の提出期限の延長がなされた場合には、法人事業概況説明書の提出期限を同条の規定により延長された期限と同じ期限に延長するものとします。
　　なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年及びその前年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を原則として翌年の３月末までに契約締結後、別途周知する電磁的方法により提出してください。
３．上記１又は２による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなります。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した関東地方整備局総務部契約課により適宜の方法で通知するものとします。
５．表明書の従業員代表、給与又は経理担当者（以下、従業員代表等）については特定の立場・役職等により制約するものではなく、提出者の実情に応じて選出していただくことで構いません。なお、従業員代表等の押印がない場合は加点対象となりません。表明書の提出は、押印した書類の写しとします。
６．前事業年度又は前年に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締結した場合における、前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。
なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実施期間と今回の表明期間が重複することは有り得ますが、その場合も前回と今回の賃上げ実施期間には重複がないように留意してください。


前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。留意事項６．をご確認ください。
※この吹き出しは資料提出時には削除してください




（様式３９－３）

１．確認書類の提出方法
○賃上げ実績の確認時、税理士又は公認会計士等の第三者により、「入札説明書に示されている基準と同等の賃上げ実績を確認できる書類であると認められる」ことが明記された書面（別紙様式）を、賃上げを行ったことを示す書類と共に提出。
※内容について、必要に応じて受注者側に確認を行う場合がある。
※仮に制度の主旨を意図的に逸脱していることが判明した場合には、事後であってもその後に減点措置を行う。
※なお、賃上げ促進税制の優遇措置を受けるために必要な税務申告書類をもって賃上げ実績を証明することも可能である。

２．「同等の賃上げ実績」と認めることができる場合の考え方
○中小企業等においては、実情に応じて「給与総額」又は「一人当たりの平均受給額」いずれを採用することも可能。
○各企業の実情を踏まえ、継続雇用している従業員のみの基本給や所定内賃金などにより評価することも可能。
○入札説明書等に示した賃上げ実績の確認方法で従業員の給与を適切に考慮できない場合、適切に控除や補完を行って評価することも可能。

※なお、本制度において、企業の賃上げ表明を行う様式には従業員代表及び給与又は経理担当者の記名捺印を求めており、企業の真摯な対応を期待するものである。
※例えば、役員報酬を上げるのみとなっているなど、実態として従業員の賃上げが伴っていないにも関わらず、実績確認を満足するために恣意的に評価方法を採用することや賃上げを表明した期間の開始前の一定期間において賃金を意図的に下げる等により賃上げ表明期間の賃上げ率の嵩上げを図ること等は、本制度の趣旨を意図的に逸脱している行為と見なされる。
※ボーナス等の賞与及び諸手当を含めて判断するかは、企業の実情を踏まえて判断することも可能とする。


（具体的な場合の例）
（〇各企業の実情を踏まえ、継続雇用している従業員のみの基本給や所定内賃金などにより評価することも可能）
・ ベテラン従業員等が退職し、新卒採用等で雇用を確保することで給与総額が減少する場合等は、継続雇用している給与等受給者への支給額で給与総額等を評価する。
・ 定年退職者の再雇用などで給与水準が変わる者を除いて給与総額等を評価する。
・ ワーク・ライフ・バランス改善の取組を考慮するため、育児休暇や介護休暇の取得者など給与水準が変わる従業員等を除いて給与総額等を評価する。
・ 働き方改革を進める中で、時間外労働規制の令和６年４月からの適用に対応するため、計画的に超過勤務を減らしている場合については、超過勤務手当等を除いて給与総額等を評価する。
・ 災害時には昼夜を問わず、一時的に人員も増強してその対応に従事することが求められ、その対価として超過勤務手当等が従業員等に支給される。災害対応は、自ら制御できない年変動があり、このような場合、超過勤務や一時雇用を除いて給与総額等を評価する。
・ 業績に応じて支給する一時金や賞与等を除いて給与総額等を評価する。

（〇入札説明書等に示した賃上げ実績の確認方法で従業員の給与を適切に考慮できない場合、適切に控除や補完が行われたもので評価する）
・ 実績確認に用いるとされた主要科目に一部の従業員の給与が含まれない場合、別途これを考慮して評価する。
・ 実績確認に用いるとされた主要科目に外注や派遣社員の一時的な雇い入れによる労務費が含まれてしまう場合、これを除いて評価する。
・ 実績確認に用いるとされた主要科目に退職給付引当金繰入額といった実際に従業員に支払われた給与でないものが含まれてしまう場合は、これを除いて評価する。
・ 役員報酬が含まれること等により従業員の賃金実態を適切に反映できない場合は、これを除いて評価する。
・ 令和８年４月以降の最初の事業年度開始時よりも前の令和８年度中に賃上げを実施した場合は、その賃上げを実施したときから１年間の賃上げ実績を評価する。
· 事業年度開始月よりも後の賃上げについて、次のいずれにも該当する場合には、事業年度開始月よりも後の賃上げ開始月から１年間の賃上げ実績を評価することができる。
1 契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること。
※暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げが行われていること。
2 例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること。（意図的に賃上げ実施月を遅らせていないこと）
※この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後を基準とするのではなく、実際の賃上げ実施期間の終了時を基準とするため、確認書類の提出期限は、実際の賃上げ実施期間の終了月の月末から３ヶ月以内となる。

※なお、上記は例示であり、ここに記載されている例に限定されるものではない。


（様式３９－４）
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（様式40） 





相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業

提案書
［ワーク・ライフ・バランス等推進の実施］

※全ての構成員（代表企業、構成企業及び協力企業）が表明した場合のみ評価する様式である






	提案受付番号
	







（様式41） 
ワーク・ライフ・バランス関連認定制度の認定の有無
会社名：○○○○建設（株）
	１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等

	□
	「プラチナえるぼし認定」を取得（又は相当※）している。

	□
	えるぼし３段階目の認定を取得（又は相当※）している。

	□
	えるぼし２段階目の認定を取得（又は相当※）しており、
かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。

	□
	えるぼし１段階目の認定を取得（又は相当※）しており、
かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。

	２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定

	□
	「プラチナくるみん認定」を取得（又は相当※）している。

	□
	「くるみん認定」（令和７年４月１日以降の基準）を取得（又は相当※）している。

	□
	「くるみん認定」（令和４年４月１日～令和７年３月３１日までの基準）を取得（又は相当※）している。

	□
	「くるみん認定」（平成２９年４月１日～令和４年３月３１日までの基準）を取得（又は相当※）している。

	□
	「トライくるみん認定」（令和７年４月１日以降の基準）を取得（又は相当※）している。

	□
	「トライくるみん認定」（令和４年４月１日～令和７年３月３１日までの基準）を取得（又は相当※）している。

	□
	「くるみん認定」（平成２９年３月３１ 日までの基準）を取得（又は相当※）している。

	３．若者雇用促進法に基づく認定

	□
	若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定）を取得（又は相当※）している。



注）１～３の項目について、該当するもののチェック欄を「■」とすること。
注）チェック欄を「■」としたものについて、該当することを証明する書類（認定通知書の写し）を添付すること。
注）申請できる件数は１件とする。複数の認定を受けている場合でも、重複しての加点はしない。
※「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」第２条に規定する同要綱の対象となる外国法人の場合。チェック欄を「■」としたものについて、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定等相当確認通知書の写し）を添付すること。


image2.jpg
AR & e ETEG HRES 31—3

<E e RO > < PSR >
RS I e (TR | wEHE (%) | wermEs 5 (Qﬁfﬁg%) WL - ERH RS &8 (TR | mEEe (%)
SETE D
EIEREES o5 R Fre EEREER () % g 3 Evpemnrr
B (EEEMDZ &) it (AFE, X XER= SR -
Z OO FHEOBR =t B
HOEAGE T B RGBT
INEES [ N T —— ié?ﬁ\QQ%ﬁ T
Sgo— - Z O
o HOE AL
Zomm TAER [ BAe FE |
I [N GETFLEM O Z &) . OOk PEER: BRGNS (EE 8
G i) S
N, TR R DR - I -
R
Foft
T NG BE  |Hasm
o— = = = Ay
Df Aagy |[REER: EEEHE (EE - 28
S
E I -
T
Z DA,
N
G

<HERIERIC BT > TOEBEFE>
) 1. FAEEZFTOLOSPCEBRITAHO L LTEHE L, X THEHRNE RT L OIS, RS CHMcERT5 2 &,
SPCERRI LAWVEEITLEECEARL LTRATHI L,
HERE (MFEEREET, LT, AL, ) 28AFESEEICHTE&HERESTATL L,
ERASEOEHRICONTIL, BESNAHEYR, EBERUEHF IOV TETREATSI L,
FAREEEAAFTUICONTIE, A—0OBEEHELTH-> THRLAHERFIC LV EEHELIT - 2HE T, FERECHT TEATE L, T2 TV IRERFICIIXLERN. RESRE (BRSEBEREYET) 28T, £/, FERHFICONT
iE, HEROZEAN, REEOFEZOSEER BT, TRERIB Y 3EMIcEi+ 5 2 &,
EERMAHE PICEE OGS/ —THERE EXe) ICHEVEA L L, REE LBERAVWESY (SREES) 0B EAEERTAZL,
EERMEHERICONTIE, BLERAETSEAEH LZRBESILTEDR L0 L T8, ZhUAOERIBEAZ I DN TIIEZRETEEHEHF A CREIAE L TV A L DI DN THRERBVEATEZ &,
FAREFNONTIE, BESFIER ORI SRIEI L, DEAEAMUTHBREAL U, PMEAEUTESMETRATAZ L, BESFISIC o0 TIE, 8 - BEOHEIZONWTHLERATAZ L,
RFERMIZOWTIE, RFHIBRE L, B - PR BEZ OV TERETEERHERBF S TIEIEEL T A L DI OV THRERBYVFEAT S Z &,
B - BHEELZERAT A LABEL TV ABSICE., ZOEMICOWTHEE [F0f) ICEATAEI L,
ROIEEFHIM 1 & B EF B % ORFEERSBMT CESFELREPRRIBEIE, ELxDEACONTEORBEZH L ICEHETIZ L.
SOV TIE 1 AARBUR T TEATAZ &, MEMLTAHL, THEMZTRTTS I L,
B EOBEHICHTZ o Tid, MEB2MUTURB L L, PEAEIMETREATEI L,
ABMEEZ IMICEATAZ L,
A#EIUE, Microsoft Excel (2016JERLAED G D) %M L THERT S Z &,

[S1ENE VI W}
g\&

G W= OwXNo

e




image3.emf
単位：千円

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度 令和18年度 令和19年度 令和20年度 令和21年度 令和22年度 令和23年度

＜事業費の支払区分＞

設備更新業務費

設備更新費（割賦支払分）

設備更新費に係る消費税等

割賦手数料

設備維持業務費

設備維持費

設備維持費に係る消費税等

その他の費用

その他費用

その他費用に係る消費税等

＜様式作成にあたっての注意事項＞

注）１．

算定根拠は、営業収入（国からの収入）（様式31-6）と整合させること。

注）２．

物価変動を考慮しないで記入すること。

注）３．

注）４．

注）５．

金額は、円単位で入力し、千円単位で表示すること。

注）６．

本様式は、Microsoft Excel （2016形式以降のもの）を使用して作成すること。

注）７．

事業費合計（税込み）を入札書（様式23）の入札価格に記入すること。

事業費合計（税込み）

事業費合計（税抜き）

消費税等（消費税及び地方消費税。以下、同じ。）は「施設更新費」、「設備維持費」及び「その他費用」の区分毎に、支払期ごとに１円単位となるように小数点第１位以下切捨てで記入し、生じた端数金額は最初の支払期（令和10年度）に合算すること。

消費税等を除く端数処理については「事業費の算定及び支払方法（入札説明書 添付６）」に基づき、支払期ごとに関東地方整備局からの収入（事業費）が費目毎に１円単位となるように小数点第１位以下切捨てで記入し、生じた端数金額は最初の支払期（令和10年度）に合算すること。

事業年度 合計

設備更新業務費合計

設備維持業務費合計

その他の費用合計

事業費の支払計画 ３１－５ 様式名称 様式番号
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提案値 提案値によるCo2削減量

短縮工期　＿＿  ヶ月 　41.4t-Co2 × ＿＿ ヶ月  ＝ ＿＿ t-Co2
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提案値

定格消費電力　＿＿  W
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提案値

定格寿命　＿＿  h
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提案値

契約不適合責任期間　＿＿  年


image11.png
WA SRS ST O e SEHPEARETERES () Y000

AN CE#E A BHERH

-
o

r JEERD [EHOHBE ORI - [mEEN S T

AR [BEASERAHEEOESH] 2SF 1 RR L. BARBEEE
REMSFETAHEI DS E LT, BFETTH,

2B,

BEANEBEDRR

SR

WA LTRE LTS v,
WE OB EEREO L mEHECE T,

EEE S

COICEE ]

w|BE( )
A

# B

EE
o 4

B

S

L]

(£

LT e

W E

s|[ ]

(£

.

Bl | 4L |

) Bitk— 4
A

[Cl#

EIN
&=

f B

T L LT

[Ole

(B#tr— b=V 7 FLA)

( e -

XI5 IE A

=

4

LI

S

A F &

fas

XI5 I

o

# %

LI

e

O

i3
F &t 5]

(BT E R 1

E
A

LI

W N

[FETLET

&l
Ie::
7+

(FTE R E 2

find

E
8|

CICI]

fas

Al [FEEER

o S M W

iSEIUE o [SHSE SN - Rk

S
e

=

[l

[Ol#re

[Cla

BEleHE (ERM)

i 4% &)
[Ols# @w PR

g [ETE EX

'

[@k:

FEFD
% B

TEE]
D5E

S
4y ]

ERTER

'

Olal¢ )

i [IEII:II:I

hﬁ <ZO> Windows

Mac

Linux 1

K & |REFLOBH

E'E NN

i
[Cla($ zoit|(

215

O OI%

E'E NN

P C Ok :
Damwn| (O [Clk

S| R
2E%

bl
i e

i

O OI%

E'E NN

&EV 7 FOREE

[Cl&

|\
Ok |

@ BHEED
TEBRIRIT

[Clz 5| [O]FELY [Oluswos

E'E NN

&RV 7 M

it

I

¥HZX0 DO

—VV7 M

&

(@) IR
HEFE

Ol 5| [Chmug [Olr 7%

[Ole x| [Chgtes| [ClE

0 bitERA

E'E NN

7VEREBRIR | OlEa

(O] —#

K@

0%

LI L
(g FH)

LI eI

- EEE) S S5O W R A =

L[0T MY

EIEIEII:I

)
)
)
)
)
i

DET R
({754 Bl

O

Ol

T Ol

He
B

[Ols

# I
|+

Olemors| [Cla|[Cle

BRI N

@F=D
T

Ol

%”u\xx?]&%o’

(2 >E&JL7"W’Z v

JE1

Olexup

Ol P

#
B

an -
z

OEA
| s,

B

i
=\« )

&) E‘;’% ﬁ 4&

7 MISLAARRE (5 (
FED I

ﬁﬁxﬁ)

[Cl&

O

9 HEXUHEEMRNREOEE

S

HEOME : FH
B R A &

CIOIC Oy eIed

s

oL S

IO ey eied

BEONREE 2 SANU YN

CIOIC Oy eIed

BB R & OB i

IO ey eied

ok (LA B

CIOIC Oy eIed

' B o #H O&

At
(B OB+ HEEEOEAR)

IO ey eied

HoE M H =

CIOIC Oy eIed

IO ey eied

1=
TR OB B (iR )
E2

CIOIC Oy eIed

IO ey eied

Eza Ed
HEREE RS AT (EEw

CIOIC Oy eIed

IO ey eied

7 i

CIOIC Oy eIed

IO ey eied

S

CIOIC Oy eIed

= i

IO ey eied

W E

ot S S B W bt

CIOIC Oy eIed

f-3
SRR R R

IO ey eied

i

CIOIC Oy eIed

#
SRR

®

IO ey eied

B | mb | | Eg |

l,r

=
oo

(LA ) #%

i

CIOIC Oy eIed

EOMm - A
R RN

IO ey eied

B

&

CIOIC Oy eIed

+

IO ey eied

% B

CIOIC Oy eIed

' o #H & F
(BROBAEH- HEEOHAH)

IO ey eied

sE| R | H

CIOIC Oy eIed

x # F

IO ey eied

R A

CIOIC Oy eIed

=" #h
&3

IO ey eied

ot S i mp

&

=

CIOIC Oy eIed

m A E A

IO ey eied

(

»

Bt | m | |

B

CIOIC Oy eIed

o fE A

IO ey eied

gooBH A &

LV Tyt

et

B OB o &
(EROSAEH-_BEOHLE

LY Ly IeId

E4 KREHBOME  FH

THeERE A S BE OS5

A LI ]

ik

LT 0]

L

il

LIV ]

CiAE)

fEAE

LIV ]

Lo I O

&1
&2
e R

21 MELERGTE

B I ey Yy
By

SR RIS BT, RIS R R LT L A,
LT RESMC LR e, mEe W s
R DML REE ) HE 0

UG GRS

-
-

nkel A

-
-





image12.png
=

16

S #
S

=
1 &
* a
w Eiy
Bt = & 7 .
8 — ] T I Y
' i

ax
= :
*t
&
> =

€
&
[itentid

Ol





image13.png
|
L] 4> RS ORI OB ERE G 1k

FEO104

]

m—m— B4

H E &

T (FAREEABERIESS (8).5(24).5(25).5 (26).6 (DEK6 (2 EK) BES DDDDD
“m & A BREH ]
mﬁﬁ ™ mﬁ%ﬁzﬂ wxEE BEES DDDDDDDD
BRI MECRMEH (FLL w512 B 5 WWld BRSO Ma 0B
b [EaEr) &
i |11 W B¢ - - MRy I A .
(ZUHF) (ZUH I
RAXIL % | BENE
e # —gmEw | # o
BAES | BB DR o TR EREEMICL, C o bRBL T <X 0, |1ERRHE M
xh I 3
HABEG) D I I i | — il -
#[zurn MR HELES
e
b Sl PP I I I
(1 % 5 m B o K R ® W =®E & & % (375)
5 [ 5 A __& ED5E, REHIHERDILNE E3 __& _& o — B i A R A —
4] A
fee e LI [HEEEENEN ENREEEEE
@035, A i i
DEESHEOE &
G) A} &l A
tpanz| [ L]
e PN — E = B 8 __J (5 =)
[PEXE YL ] ¥
EFLrbo | . LIl 1l |
(2 B B A OB o E OB #M R E & FH % (316)
K 22 A = E3 3 & W = 3 [ £ E (8 =)
A} | 1 1 M 1 | 1 M
Bugey LIL OO OO0
C A} &l &l
Criere LI )

B A FTIRHID ST EPINGH B (HEMARS

— L] * A A
i "l &

& (8 Bix%) l_u]DDA A
T A N

BDOS L FARBERHTE L0

= 2 = —= = % = = P T
B>, FERER] TARHL0T mimE A ]

o

(3 BM. HE., EHSBRUVUEL2OXHBEEBTESFX (309 A
& B S N— S —— = S @ [ ®om B R B E
AL S R X DDA A g g

m|EH e (158D

Blretr mELy0 ] A | [
HRHX RS (258

%

w B om o B (33E DDA A . .
iz | mawwEs e AxES0 ] A m m
B BB REE (45HY

E i oo e, WHB0 ] A E E
g%mxmﬂ@ (s 2%

®F A F 2 % 0 2 M A A
MELES e 6 B

X

&

L3

&

%

3
=

@
=
=

CHEETBNERACH T 2He

4

BN = =

S E W EE R ED n =T
L x®FLreeo o o )

(4 Ao E o RS % DX MEATE (313) [ 6 ANEZFORBXERHUOS > tAFRHOLLABREHK (314) )

=4 22 %L ES # =4 22 A =1 # ES #
5 T
RS 0 A [ Rp— A i
& 1 1 A 8 1| 2]
Copvees|[ N[ Cqwppes| [ LI
(=) (5 =)
(. J L J
(s TQE%®§§IT®T}@H(D§MJ’] aft & (376) ) HEAAD [ % @ . BT

E & 7 % 7l = TR

Al 2 | A B

aﬁmmwm
maima [ ] i zi‘% |:| |:|
EEHI D0 LL_J s X e
(=)
\ J EEEREFERED

I AEFEER O

) T Ok A CEBERIRY 7 — L 7SR O R

c@tnﬁ TATBH >~ 53 ) JUBY >~ |




image14.png
FEO104
A ] LN A ERRAE Y v oA Ty E NS
R L 5 fa SIS OIRR IS O E RS Gt & -
(ARSI RUAESS (8).5(24).5 (25).5 (26).6 (VKT 6 (2)HH) ZaE5 DDDDD ?;ﬁ
“m & A BREH ] _ 28
wpEE | BB HEES DDDDDDDD ﬁf
AL HEORMRS |®[ 1 @ 2 B s wEl 4 S MR 6 W
o stz [T 1 e T I 0 ?Fﬁ
i |11 W EX e - - ) [arEes = | LA ALV AL JE LI )L b
EUE S EUEES) I
. E%E%Xg f;ﬁ%i i%yﬁ %
[EE] {ERRIE il
X : e oy
2 [xErsEsE ERIEEEnTEA AEIEE
#[zurn MR HELES .
s OO0y &
E % @3 ( - - ) I i
B% H
(1 & 5 @ ® o H % # R Z A& & #& (375) Y27
®z 3 N _& &mamwﬂmﬁmmxf = 3 = T — E_ 5w W% 5 — g %
|A]
e LI [HEEEEEENE OO0z #
®035b, FA " EEINES
OERIHEOE & (P2
|4} &l [ P<% &
saeax|[ ; g5
Y e S——— - S— =y % #
| i s
U 1) | | . | | . /D
(2 B B A OB o E OB #M R E & FH % (316) ) g g
Q%Z 5 N = E3 _fL ﬁ —— W i 3 £ £ _ﬁ_m (8 =) E} EIJ
|A]
iz L ERERNENN ERERNENN &
&
C n [&] [&] =
Criere 00 <)
(3 ®®M. ne. HweROE2OXHASEAETE (309) )%
& B S N— S —— = S @ [ ®om B R B E 1}5\] %E
- = g R Al A A
7B A OO Iy
Blraet wetso0 DDA A [l Als <
g BE XS (2BE X
B ans B M [ (il N
g ® B B OH(BED |:||:| e EE
i [ mawwez we nxEs0 DDA A [l mA e
FETEST e 8~
§ ERBICRD U, WHED DDA A El Al 5 &F
TlEmXapE (5Eps ™ Il
TN DDA B B w:14
ME T TN ) i pp
Gl ow 2osmw LN A i i %é i
B n 7 7 i 15
2 :Aéf & (8B1Y) |:||:| %Mo
ES AE Al 7
it 7
B __ NN S I
BDOS B FHABERET B b0 u: Ale
= 2 = = = 5 = = P TS <#CD
@SB, FBIESLTAGAL05 u: T M i 2
T B NEEACHT 2ES L1l | E 17
KEBEEER & D = —_ —_— .
|4} 7
BHHETFLEL O u: Ll: DVD
\ — — a0
(i AWEoRAREOXAME A & (313) )| (6 FHESORENGENUOE: LAFRADELIRANE (314)) 18
- [ 7 %L EY £ - [ 7 A =1 E7 EY £ %ﬁ
mREsORE A 5o unssmons A O
B 1 ERCHR 11 E 30
pppers|[ NI gupees| [ LI
(5 =) (f =) fﬁm
\ J U J 9
(s ANESOFRTONMORLBEAL (376) )
K& E = i
al%wmmm A i
@ 1| A
e[ LI
(5 =)
(. 7





image15.png
[ EMRORRINREZEDEERESTE]

HEHER
1 ZoEFiHEE. OCRAMTRIHT 2HECHERT 2,
2 HEFBORRYBINESHE

1) TOE#. 5. BE5EZSORE] BT, BEFEOFERBINEDEHEISIREEL T OO EmaOR R
BNEOEHAP AT D LOEEH T TOREZII OO TERBET 5,

7o, FEOHIRTENE L2 2 TRATIC o T E BT E =T 2R 5SSO GBI S - FRFERL
B KEIC L D EEZT ), BEFBICRT 2 RRFTERO IR 2 HT SRR, e X
i TRRINBEE &RV TR %,

2) TEDS L, BREBIRFEOLLE] #MicE, BH5FROKERBNED NFERBINHE WosEIEr &2
HHEOEETRT D,

Q) TemS>:. AHEACAEFBEOES) Micik, HEHBORRRINGER (BHEK OFNMEER L
WEEORRETET D,

@) TORRHREFRHETHLOI WL, Z0GHEL L LK EBORRRINELZET 2 HDIE20 T,
FOREERE T,

7o, FEOHIR TN L& SERATIC MO TIE D DI E ST 1236 5% O S5 R O S - IR RS
B, (G it TRRBINBE] 50 TRETLZLCEET S,

(6) THBHEHBRICEYBIIBETLZ30) WiCiE, REHEER T 2ABOBE, BIUET%ICET 258D
HEI L SR 2REFAROBMRAE T INZLDIZ 20T, ZOANBEHTHE GBEFHBROR
REINED [HE) WICRE ShBRE 2385,

3 EBEFEBORRBNESHE

(1) TOEBFLEORE] Mo, BRIRORERABNECRNAZEKT 2 LOEED LT X TOBBRPELE
DOWTEIT 5,

2 T® On5L, BRUNEZFIRETSHL0] Bk, ZO0EFHELE & LICHEBRHIBOFERENELZEH TS
DIZOWT, FOEFETHT 5,

4 HE. BHe VYL RUVESOXASEHE

M) TAE] #icik, EALFEL O LEALSOEIFZL LOLICK S LTRET 5,

2) TS Wi, EARCEALSOEC L TXH > @l B4, BOERCESEOTINEEOEFE
AT 5,

(3) NRRBURFREE] i id, KEEET ST 2B OB, BB TEICET 2 BEOHRTE L @i, ke,
BHER VES T AREFTAROBNEZ BT SN AERERE IR LICEET 5,

@) TEIREESE 204 FIHTET 2BMITHSE) Bicd, IHFAEORBEEREFEL TOL D IFHEOR
HEBE T2 L 0EEDETXTOBRM, HESIc >V ERT 5,

Fie, TOF W TAE] WMo TR id, TAEHRES 204 RICHETAHRMRITHEE] HogRE@ED
FEABERBT S,

6 Ten3H, IHAETEEHIT IS0 Wi, ZofFHREELICH, e, BNERVEEOXILHE
BPRHT A LOIEONWT, FOEFFERKT S,

6 TeD>H., AIBHESE 174 £5 10 BiICHET ANEENCHTIES] Mok, AEEAICI LTI -
TEFVEBUEE 174 £8 10 BERET2EENR T 2HEOES (& TRILDN 2L DICRD,) OXILEES
AT 5,

() THEEHBRICEYBIBETLZ30) WiCiE, $EHEER T 2B OBE, RIUETSICET 258D
HEZ L 0#E, ke, ZOSROES T 2REMEROBNEZE TSN 20T, FOABLHET
P AT 5.




image16.png
5 THECEAMNEOINAEEHE
) TOFEAHEOKRE] Wick, TOEPCAOREE LIEFSECHERSE (XLFHECRHMAELLNVNED
BET,) OXWEDAR L TIGEOGHELTHT 5,
2 Te en3H, XMASFRET IL0 Bicik, Z0FHERE ELICTRBEOCFEAREOIFELIZET
HHDOITONT, FOEFERET S,
3) WIZHBIF 2858100, HEE] #Mic. FhEhRICEBIT 2 FEEE2#T 5,
A ENZTHA - I RBEOFE ARSI RAOTBECEAEOIHFAE (UT, ZOEIZBNT Hh#HEE] &
W) ERIENEY LD TREOFTEMEFEET 2 REERICERHT 256
) BENEHT2Z068E0 THEE)] Bk, YEHBRAEZARESRY £ O TRET 2B CICFD
KIEOFER, AR OF OB L O3 RENEORE
@) STEPMRHT 22 068E0 THEE) ] #icid, Y HBRAEBEZARERRET 2 B R OARE OFTE#D
O AT EEES Th A2 EADTEHEOFEHEEO IR 2N D REEOHEAMEOIHEDIRE 2 H
Lvigs 08
6 THEFOEZTOMMEOIILABTEHE
() TOFEZHORMOKE] #icid, ZOFEPIITHOREE L RBES OFES T O OEEOBIEIC #0
A LSFEOBROMESOEGHE CHRAEORMEAZBE L2V LOEET,) 28T 5,
2 T® On3H, XMASFRET IL 0 Wicix, Z0EFHERE L LICTBESZOFESZ T OMMOZILFHESL
FEHT D LD 2ONT, ZOEFERRT 5.
3) WIZHBIF 2858100, HEE] #Mic. FhEhRICEBIT 2 FEEE2#T 5,
A ENIA - I RBIES OFEZ T IR A TEESEOBEZ T oMM O HHEE CIT, ZOEZBWT [HHE
] &) ERENERD £ & TRIEOFTEMZ T 2 BEERICRET 28546
) BENEHT2Z068E0 THEE)] Bk, YEHBRAEZARESRY £ O TRET 2B CICFD
KIEOFER, AR O O T - REhES OfiE
@) STEPMRHT 22 068E0 THEE) ] #icid, Y HBRAEBEZARERRET 2 B R OARE OFTE#D
O MBS EEE 33 & (INAZCHEVWREEELTUR L 2B ORBORE) ([CHET 2 fF T K ik
FEZOFEMITE, MBSIIREES 33 &0 2 CTRLLSEICHEVEEL TG L7258 ORBLORE) [8E
THMHEECHERFESO D OB 3 28 R ORBUASRIRKEEE 33 &0 4(NUHZRE 054 OEETT
BEORFIIEER) WHET 2 AHFEERITEN, BEOREESWTERY SEoxtliz 345 5Hae 20 [FE
ANETEL) RO TERYEOHMEA AR |
N BEAXETFEEES ThHAEADTEHESE ~OFES T OB WD TEESEOES T OO IhHE
OIR_HEEL2VEE F0OE
7 THEZOREXIIER/TOH >LAFHRHOZLABEHE
() TOBH-HAFHHORE W, ZOEDCLROME L - FEESORE ULEM T O b >t A Pk
DEHE CHRABORBAZELAWLOEET,) 23R#HT 2,
2 T® On3H, XMASFRET IL 0] Bicid, Z0FHRE L LIETHEZORE NEIEFTTOoH A
FHBOTHFAELZIRET S LD ONT, FOEERMT S,

B, ZOXBRBICREETAxFEEY, (FEEOCHEANSOXILHAE] X [REEOEST ORMOIIA
FE) ICEBLTHRETAZ 5T, ZOXBFAESOMER, BEEZEK LIZbOI 20T, ZOXBES
FreBEO ANBROYUEIIEELSZ T THEE)] WiciEi+ s,

3) WIZHBIF 2858100, HEE] #Mic. FhEhRICEBIT 2 FEEE2#T 5,
4 ZERZL - ETRBHESORB IETTOH > AR IR A2 FEEZORBEIEFTOH A FE

BROZHFEE LLT, ZOBERZBWNT [ZHHEE L)) 2FRESERY £ &0 THIEOFREMEFES 2

BMEERICIEET 254

) BIEPMRHT 2 Z0EHED THEE) ] BICid, SEIBFAEBLZRELR O TRET B CICE

DOXJEDOFFEM, LR OFOREUIEMTOH AR L REhES ORI

@) STEPMRHT 22 068E0 THEE) ] #icid, Y HBRAEBEZARERRET 2 B R OARE OFTE#D

O EASITEEEE TH 2B ARTFTEHESEORE UIENTOH - A PEEO IR WD REESED
REIEHMFTOH > CAPEROTIHECRLEAE L2V GE F0F
8 MBEEBEMIL, RHBEHI BV TEREE LAY,




image1.emf
令和　　年　　月　　日

No. 資料名 頁 大項目 中項目 小項目 その他 項目名 内容

（記載例）

入札説明書

3 4 （１） ⑩ ア 資本関係 ○○○○

（記載例）

事業契約書（案） 2 第1章 第6条 １ 共通事項 ○○○○

（記載例）

事業者選定基準

3 第５ 1 （１） ① 必須項目審査 ○○○○

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

注）１．記入欄が足りない場合は、適宜行を追加すること。

注）２．資料名等は、上記記入例を参考に適宜書き換え記載すること。

入札説明書等に関する質問書



「相武国道事務所管内道路照明施設整備等ＰＦＩ事業」に関する入札説明書等について、次のとおり質問があります

ので提出します。

提出者

会社名

所属

担当者名

電話

FAX

E-mail


